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1. 金融緩和、アベノミクス、先進国経済

の成長性問題

2007年のサププライムローン問題や2008年

のリーマンショックを契機とするアメリカ発の

世界金融危機は、世界同時不況を引き起こした。

この危機が大恐慌にまで至らなかったのは、ア

メリカの中央銀行・FRB(連邦準備基金)によ
る異例の大規模な量的金融緩和策の成功にある

といわれている。リーマンショックの中、ギリ

シャの財政粉飾を契機に南欧諸国の放漫財政が

次々に明るみに出て、欧州債務危機に直面した

EU (欧州連合)経済が、いまも潜在危機を抱え

つつも、景気の底入れを示すまで、に至ったのも、

ECB (欧州中央銀行)による大胆で柔軟な金融

緩和策のおかげであると評されている。

いま、日本では、 2012年 12月に発足した第2

次安倍政権の経済政策、いわゆるアベノミクスり

への関心が高まっている。 2013年4月に、アベ

ノミクスの第 1の矢、黒田東彦新総裁率いる日

本銀行による「異次元の量的質的金融緩和」が

市場にサプライズを呼んで、円安ドル高を契機

とする株式市場の活況、株高資産効果による消

費拡大、大企業の利益増を生み出した。アベノ

ミクス初動時の成功は、日本経済のデフレ脱却、

成熟経済から成長経済への再生を謡う安倍政権

の経済政策への期待を高めた。

金融緩和は、ある意味、景気が凶復するまで、

大胆に、追加緩和を含めて、とことん続ければ、
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いつかは成功するであろう。しかし、出口でも

成功するとは限らない。大規模な金融緩和が行

われている聞は景気が回復し経済成長率も高め

に回復するかもしれないが、金融緩和が解除さ

れても自律的持続的に経済成長が続くとは限ら

ない。ポスト工業化段階の、この 30年の、先進

国経済においては、正常な金利へと利上げが進

むと、たちまち景気後退が起こり、金融緩和へ

逆戻りになる可能性が高いからである。また、

実体経済の長期的成長性が弱まっていればいる

ほど、金融緩和の効き目が弱いので、金融緩和

は大規模かつ長期に必要とされることになる。

それだけ、金融緩和が生み出す過剰流動性が投

機活動を活発化させ、リスクを増幅するわけで、

金融緩和の出口がソフトランデイングではなく、

ハードランデイングに終わるかもしれないとい

う恐怖が生まれるo 過剰流動性の逆流効果が市

場を席捲し、株価暴落、資金流出による企業倒産、

国債暴落、拡大してしまった中央銀行のバラン

スシートが悪化、財政からの税金投入、手にお

えないインフレと深刻な不況が併存するスタグ

フレーションなどが起こるリスクである。金融

緩和の成否は、入口の段階よりも出口の段階で

決まるo

FRBは、 2013年 12月18日、 FOMC(連邦

公開市場委員会)を通じて量的緩和第3弾の段

階的縮小 (tapering) を決めて、翌 1月より、

債券購入額を毎月 100億米ドルずつ減らしてい

く過程に入った。緩和縮小は、アメリカの景気

回復の証であり、 2014年には 3%を超える経済

成長が見込まれるまでに至り、いまや、アメリ

カは世界経済の成長をリードする役割を担って

いるという評価が広がっている。しかし、 FRB

が量的緩和縮小を決めたとき、アメリカのイン

フレ率は1.2%程度で、目標とする 2--3%には

遠い。雇用の創出も、上辺の失業率低下は別と

して、実態的には依然低迷している。 FRBの決

定の背後には、景気回復への判断だけでなく、

量的緩和の継続に伴う恐怖の高まりも作用して

いるようである。

FRBが2013年 12月19日に発表した週間統

計では、 FRBの資産規模が過去最高の4兆ドル

(およそ420兆円)に達した。 2012年9月に量

的緩和第3弾(いわゆる QE3)が開始された時

点、の資産規模は2兆8200億ドルだったから、

QE3による毎月 850億ドル相当の国債と住宅

ローン担保証券の購入追加が、 1年で 1兆ドル

を超える資産の急増をもたらしたことになる。

バーナンキ FRB議長(当時)は 12月18日緩

和縮小決定発表の記者会見の場で fFRBのバラ

ンスシートが膨らむにつれ、管理とそこからの

脱出がますます難しくなる」と説明している(fブ
ルームバーグ・ニュースJ2013年 12月19日)。
加えて、 FRBの量的緩和で世界にばら撒かれた

ドル紙幣は、金融危機前の 2兆ドル台から、 7

兆ドルに増えたといわれているo 量的緩和で世

界にドルが散布され、新興国中心にドル資金へ

の依存が強まっているo ドル安が進んで基軸通

貨米ドル一極体制が揺るぎ、多極化が進んでゆ

く流れと同時に、逆に、米ドルを挺子とするア

メリカの金融力による世界経済支配がかえって

強まったという面も生まれているo 問題は複雑

で、量的緩和継続による世界への大量のドル散

布拡大が米ドルの地位を強化するという単純な

作用が働いているわけではない。 FRBの決定に

は、量的緩和の継続による、これ以上のドル散

布は、 ドル安を進めて世界経済の基軸通貨とし

ての米ドルへの不信、地位低下を引き起こすリ

スクが高まると判断した事情もあったように思

われる。

量的緩和縮小の決定は、米国経済の景気回復

が足腰の強いものとなったことの証ととらえ、

まもなく、金融緩和の解除、金融政策の正常化

へと向かっていくと見るのは早計すぎるであろ

う。実際、 FRBは量的緩和第3弾の段階的縮小

を決め、今後、粛々と進めるであろうが、同時に、

物価上昇率が2%になるまでは、ゼロから 0.25%

に政策金利を維持するとしており、事実上のゼ

ロ金利政策というべき金融緩和は継続される。

もっとも、 FRBが2--3%の物価上昇率で安定

する米国経済への回復をめざしていることは、

ずっとこれまで、 100年間にわたって年率数パー

セントの成長をしてきた米国経済のことだから、

景気回復して正常な経済に戻れば、アメリカ経

済は、再び3%程度の成長率を実現する活力あ

る成長経済に戻るはずだという想定がなされて
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いることになる。

金融緩和によって、米国経済が2014年に、そ

れ以降もしばらくの聞は、 3%の成長率を回復す

るに至るかという短期的な景気回復に、小論の

関心があるわけでない。不況からの景気回復期

は、金利(資本コスト)は低いし、賃金(労働

コスト)は低いので、企業に設備投資意欲や営

業再開の動きが生まれ易い時期でもあり、不況

で落ち込んだ反動で高めの成長率が出やすい。

3%を上回る経済成長率になることもあろうし、

そうなったからと言って、成長経済に復活した

ことの証でもない。問題はその後の中長期的な

成長性にある。金融緩和なしに、自律的持続的に、

現代の米国経済が3%の中長期的成長率を維持

できる成長性をいまなお持っているのか、それ

とも、金融緩和がなければ1%ないし 2%程度の

成長率にとどまる低成長経済に構造的に変わっ

てしまっているのか、という問題であるo 後者

の場合には、物価上昇率が 1--2%程度にとどま

る低インフレ状態が続くことになり、米国の金

融政策が前提しているような、米国経済が自律

的持続的に成長して、 2--3%の物価上昇率を安

定的に達成するような成長経済の段階には、も

はや戻らないことになる。この認識が広がれば、

投資の前提が変わるので、成長経済の株価を想

定していた投資家は株式市場で「売り」に走り、

金融市場は混乱することになろう。政策当局は、

そういう事態を回避するために、どんな政策展

開を見せるであろうか。

金融緩和といえば、これまでなら、インフレ

リスクを心配し、景気回復が見えると解除する

というのが常識であった。いまでも、この立場

が多数派であろう。しかし、これからは、現代

の先進国経済では、デフレリスクをより警戒す

べきだという新しい認識が広がり、絶えざる金

融緩和で景気刺激を続けることが常態化するこ

とになる可能性がある。一歩進んで、景気過熱

あるいはバフリレ的状況が起こっても、それは想

定内のこととして処理する、つまり、従来のよ

うに、インフレ高進を恐れて大慌てで唐突に金

融引き締めに転じてパプル崩壊に導くような愚

策を採らないという判断が行われるかもしれな

い。1%余りの低インフレ率が続く経済で、2--3%

の物価上昇率や雇用創出の進展を目標におくと

いうことは、ゼロ金利政策という、本来、深刻

な不況時に採用すべき金融緩和策を、ず、っと継

続することを意味するo 金融危機後6年間もゼ

ロ金利政策を続けてさえ雇用の創出が思うよう

に進まないほどに経済が構造的に弱っているの

だから、ゼロ金利政策よりさらに金融緩和を進

めてマイナス金利政策で景気刺激を強化する必

要があるという議論さえ生まれている。言い換

えれば、インフレ防止よりも、インフレ促進で

あり、バブルの芽を摘むのではなく、むしろ、

バブルを作り出すほどの景気刺激が必要といっ

た認識に基づく危うい金融政策が常態化するこ

とを正当化する議論である。

これは、アメリカ経済以上に、アベノミクス

による日本の金融政策・経済政策において、イ

ンフレと成長経済を指向する限り、当てはまる

のではないだろうか。危うい金融政策が失敗を

して、インフレが高進したらどうなるであろう

か。政府債務がGDPの2倍を超えるほどに積

みあがった日本経済の場合には、国債の金利が

上昇して財政は破綻し、国債を大量に抱える金

融機関は倒産に追い込まれるので耐えられない

というのがメインシナリオであろう。むしろ、

相当高いインフレ率を歓迎して、日本経済の重

石である政府債務の減価を図り、財政再建を達

成すべきとする危うい政策論が浮上する可能性

もあるo 巨額の政府債務の減価による削減の代

償が預貯金中心の国民の金融資産における大幅

な目減りであること、いうまでもない。この時、

インフレに併せて、財政支出の削減を冷酷に行

えば、狙い通り財政再建を達成することができ

るであろう。国民の不満と反発を恐れる民主主

義国家の政府は、財政支出の拡大で国民の不満

をなだめようとするであろうから、日本経済は

長期停滞に陥ることになろう。

EU (欧州連合)経済と ECB(欧州中央銀行)

においては、米国以上に、デフレリスクが意識

されている。ドイツ経済の好調さとは裏腹に、

ギリシャ、アイルランド、スペインなど、経済

脆弱の周辺国を抱えて、債務危機や景気低迷に

悩んできたEU経済においても、マリオ・ドラ

ギ総裁率いる ECBによる大胆な金融緩和が功
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を奏して、少しずつ景気回復の兆しが見え始め

ている。とはいえ、まだ病み上がりの状態で、

米国FRBのように、緩和縮小・解除への出口

政策を議論する段階に至っていない。 ECBは、

インフレターゲットとは言わないが、「物価安定

の数値的定義」として2%のインフレ率を設定

している。ところが、低金利政策などで景気回

復を進めているのに、インフレ率は0.8%にとど

まったり、さらに低下したりしているのが現状

である。債務危機から財政再建を急いだ南欧諸

国では、インフレ上昇率はさらに低いままであ

るo 景気回復が進むことは物価上昇率が上昇し

ていくことなのに、依然として上昇率が鈍い、

適正インフレ率として設定している数値に近づ

かないどころか、上昇率の低下さえ生まれてい

る。 1%を切るような低インフレ率は、 EU経済

がデフレに陥る兆候かもしれないと、 ECBはイ

ンフレリスクよりもデフレリスクを警戒しだし

ている。欧州経済の長期的な成長性は強くない

ということの反映であろう。

同様に、安倍首相が掲げる経済政策、日本経

済を成熟経済から成長経済へと復活させると謡

うアベノミクスの成否も、現代における日本経

済の長期的な成長性に関わっていると見るべき

であろう。成熟経済化が現代の歴史的な傾向で

あれば、成長経済に戻したいというアベノミク

スの意欲が強くても、意欲だけでは経済の現実

を変えることはできないからであるo

経済の長期的な成長性を分析する方法として、

「要因分解」という手法があるo 経済成長を資本

の投入量(資本要因)、労働の投入量(労働要因)、

技術進歩の3つの要因によるものと理解し、経

済成長率は3つの要因の伸び率の合計として分

析する。ここで、技術進歩要因とは、資本要因

と労働要因以外の残差としての成長要因であり、

全要素生産性MFPまたはTFPと呼ばれる。全

要素生産性とは、技術のあらゆる進歩による生

産性で、技術革新による資本の質・生産性の向上、

教育・訓練による労働の質・生産性の向上ほか

多様な全要素に渡る生産性を意味する。新古典

派経済学を基礎に生まれた要因分解の考え方は

供給面から経済成長を分析するものであるが、

供給力の強化が需要の増大を伴わなければ経済

成長は起こらないから、供給と需要、両面から

の分析や政策が重要であることは言うまでもな

い。ともあれ、過去の経済成長はどのような成

長要因が貢献したのかと振り返ったり、今後の

経済成長にとって何が課題であるかを提起した

りする場合に、経済政策論でしばしば使われる

のが、要因分解による成長分析であるo

いま、関心を集めているアベノミクスも、要

因分解の考え方から見ることができる。アベノ

ミクスは、大胆な金融政策、機動的な財政政策、

民間投資を喚起する成長戦略を f3つの矢Jと
呼んでいる。

アベノミクスの柱である第 lの矢、大胆な金

融緩和は、株高を呼んで、資産効果による消費

を拡大したので、需要創出に貢献した。同時に、

民間金融機関が保有する長期国債を大量に買い

上げて、一方では、低金利の維持を図るとともに、

他方では、民間金融機関に従来の債券運用で利

鞘を稼ぐ方式から、リスクをとって金業への融

資を拡大して稼ぐ本来の金融機関の役割を果た

すように誘導することになるので、企業の設備

投資への貸出が増えることに結びつき、資本投

入の増加となり、資本要因の経済成長への貢献

度が高まることになる。新技術で新市場を拓こ

うとするベンチャー金業や中小企業への出資や

融資が増えると、資本要因だけでなく、全要素

生産性 (MFP)要因による経済成長への貢献度

を高めることになる。

アベノミクスの第2の矢である機動的な財政

支出は、高度成長期に整備された物的インブラ

(道路など社会資本)を更新する公共投資となり、

スマートコミュニテイづくりなど知識情報化・

新エネルギ一時代の新しいインフラ投資を促進

することにつながる。そうすると、需要拡大効

果や資本の投入増(資本要因)にとどまらず、

資本の質を引き上げることになり、全要素生産

性要因 (MFP)による経済成長への貢献度を高

めることになるo

第3の矢である成長戦略については、第 1弾

として、2013年4月に「女性の活躍Jが菰われた。
25歳--44歳の女性就業率を 2012年の68%から

2020年には73%にする、第1子出産前後の女性

の継続就業率を 2010年の38%から 2020年には
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55%にする、というものであるo 日本では、少

子化高齢化で生産年齢人口が減少し、経済成長

にとって労働要因はマイナスに作用してきた。

欧米では、ほとんどの夫婦が共働きであるが、

日本では、結婚したり、子供を出産したりすると、

多くの女性が労働市場から流出するo そこで、

女性の労働参加を高めると、労働力人口が増え

ることになり、労働投入の増加つまり労働要因

の経済成長への貢献度を高めることになる。高

齢者の労働参加を引き上げることも同様の意義

を持つ。

成長戦略は、ほかにも、法人税の減税、農業

や医療の分野における規制緩和、 TPP(環太平

洋戦略的経済連携協定)への参加を進めて、企

業の投資や起業を促進し、成長する新産業を育

成して、日本経済を成長経済として復活させる

ことを掲げている。法人税の減税が、第 1の矢

の円安と結びついて、製造業の国内での新規設

備投資やその他の企業の事業拡大を呼べば資本

要因やMFPによる成長につながるo 農業や医

療の規制緩和で、企業の新規参入が広がり、最

新の機械装置が導入されると、効率化が進み、

資本要因だけでなく MFPからも成長促進要因

となる。 TPPに参加して、自由貿易を促進し、

日本の産業の輸出拡大の条件を作ろうと訴えて

いるが、輸出拡大は、海外からの需要増になっ

て経済成長に貢献するが、他方で、外国から競

争力のある財やサービスが入ってくるので、競

合する競争劣位の産業は立ち行かなくなる。競

争劣位の産業に従事していた労働力や資本が、

競争力のある効率的で成長性の高い他の産業に

移動するなら、 MFPの上昇という要因から経済

成長に貢献することになる。

アベノミクスは、要因分解の考え方に沿って

理解すると上述のようになるが、はたして、日

本経済を成長経済として復活させるという目標

は達成できるであろうか。

最初に、女性の労働参加と係る、労働要因に

よる成長貢献度の検討である。

「日本の人口推移J(図1)によれば、日本の

生産年齢人口比率は 1950年代の60%より 70%

へと急上昇し、労働要因が戦後の高度成長期を

支えた。生産年齢人口比率の停滞とともに、日

本経済は高度成長の時代を終え、転換期に入っ

た。 1990年代に生産年齢人口比率が明白に低下

するようになって以降、日本経済は中長期的停

滞を続けてきた。生産年齢人口比率は2012年に

は62.9%に低下した。やがて2020年に至ると、

1950年の水準を切り、戦前日本の水準である

60%以下に低下し、 2045年以降には50%を超え

る程度となるo いうまでもなく、その裏面には、

14歳以下人口の減少、 65歳以上人口の増大があ

る。 2060年の人口は、 2012年の 12，752万人から、

8，674万人に減少し、生産年齢人口は50.9%の

4，418万人、高齢化率は 39.9%、14歳以下人口

は791万人になると見込まれている。労働要因

の経済成長への貢献は、長期的には明らかにマ

イナス作用が見込まれる。もっとも、労働力人

口で見ると、 1997年をピークに年率0.5%の割

合で、減少してきたが、 20日年に入って増加に転

じている。女性と 65歳以上人口の労働市場への

参加率が上昇したからである。女性の労働参加

率は欧米より低いので当面は上昇余地があると

しても、やがて限界が来る。元気な高齢者が多

いので、高齢者が働きやすい制度的環境を作っ

て労働参加率を高めることの余地はあろう。そ

うだとしても、いま見た生産年齢人口の減少度

合からして、労働要因による経済成長に多くを

期待することはできない。大卒以上の理工系高

度専門熟練をもっ移民労働を大量に受け入れる

労働力政策が採用され、実際にうまくゆく場合

は違った展開となろう。

もっとも、年金支給開始年齢を 70歳に引き上

げる計画があるので、 70歳まで就労することが

前提とされ、生産年齢人口の概念を現行上限64

歳から 70歳に改定する動きが生まれるかもしれ

ない。

第lの矢である金融緩和による円安効果で、

輸出型製造業の復活や株高・資産効果・消費拡大、

第2の矢である財政支出で公共事業の拡大と

いったアベノミクスの政策は、需要の拡大や景

気回復、産業振興を見込んで、いるが、多くの場合、

製造業にしろ、建設業、商業サービス業にしろ、

既存産業への需要で、あり、既存産業の振興や競

争力強化が中心である。本来の構造改革が課題

とすべき、知識経済の時代をリードする新しい
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| 日本の人口の推移 | 
0 日本の人口は近年横ぱいであり、人口減少局面を迎えている。2060年には総人口が9000万人を
割り込み、高齢化率は40%近い水準になると推計されている。
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(出所)総務省「図努翻牽J及び『人口雄計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口{平成24年1月催計}出生中位・死亡中位推計J(各年10月1日現在人口)
厚生労働省f人口動態統計j

*， 出典。平成24年度総務省f人口権針J(2010年国努釧査においては、人口12.806万人.生産年齢人口酢|合63.8崎、高船化率23.0判)

図 1 日本の人口推移 (厚生労働省 HP資料)

知識 ・文化サービス産業の創出と発展につなが

らないので、日本経済の長期的な成長性を高め

るものにならない。この点は、後に、「第4の矢」

とされた 2020年東京オリンピック開催に向けた

東京再開発についても同様であろう。東京が、

高層ビルを林立させる世界都市 ・東京をめざす

道を選ぶなら、北京や上海など、成長するアジ

アのシンボル都市と同列の競争となり、歴史的

都市 ・東京の魅力を失い、 世界やアジアの知的

文化的交流拠点への道のりが遠くなって長期的

な成長にマイナスとなるであろう。

日本経済の長期低迷の背後にあるのは大規模

な需給ギャップといわれるが、それが循環的な

需給ギャップであれば、既存の製品やサービス

への需要を刺激する財政金融政策による需要創

出で効果が生まれるであろうが、これだけ長期

にデフレに陥ってきたことは、需要飽和経済の

時代に入っている、あるいは、既成の供給力と

新しい潜在的需要との聞のギャップが存在して

いる、と考えるべきであろう。そうであれば、

アベノミクスで財政や金融を総動員して景気回

復が起こった、消費者物価が上昇してデフ レ脱

却だ、と喜んだのも束の問、景気刺激策をいつ

までも続けることができないとなれば、景気は

腰折れし、日本経済が抱える大規模な需給ギャ ッ

プは解消しないまま に終わる ことになる。これ

では、日本経済の成長経済への転換にまでつな

がらない。

第3の矢の成長戦略は、そのための政策論を

どのように用意しているであろうか。法人税の

減税が重要課題とされているが、新規産業への

投資を促進する制度だという因果関係があるわ

けではない。法人税を納めている日本の大企業

は、いまでも、利益の費用化で内部留保を厚く

して企業内に利潤を蓄積している。新規設備投

資や新産業分野への投資に消極的なのは、囲内

市場の成熟化のもとで、高い期待利益率を見込

める投資機会を見つけることができず、また、

日本の大企業にリスクを取って冒険するチャレ

ンジ精神が弱まっているからであって、企業の
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利益が少なく資金がないという理由からではな

い。ベンチャー金業を興そうとする人が法人税

減税を喜ぶことはあっても、成功しそうなベン

チャーを興そうとする起業家が、税率が少し低

くなると起業し、法人税が減税されないと起業

を止めるというようなことは、中には、いるか

もしれないが、シュンベーターが『経済発展の

理論』第2章の中で示した起業家の動機 (f私的

帝国」の建設、「勝利者意識」、「創造の喜ぴ」。

いずれも「経済的なものとは異なった動機J)か
らしても、たいていは、ないと言ってよい。日

本ではベンチャーが生まれにくい、育ちにくい

という制度・慣行をそのままにして、減税や規

制緩和といった小手先の政策では、効果は限ら

れる。

TPPに参加して外圧で農業や医療その他の分

野の構造改革を進める、規制緩和でベンチャー

起業を促進し、既存企業の新規参入を促して効

率化する、といった競争的環境の整備が、新産

業の育成、成長経済への転換の中心内容である。

そのための法案づくりが遅れて、どこまで規制

緩和や既得権打破が進むか、実行性が疑問とい

うのが巷間の評価である。しかし、それらが進

んでも、結局は、競争的環境を整備するだけで

あって、実際に新産業が生まれるかは、市場任せ、

という政策内容に問題があるというべきであろ

う。市場に任せれば、産業構造の変化に対応する、

新しい成長産業が発展するはずだと、市場があ

らゆる問題を効率的に解決してくれるかのよう

な幻想を振り撒いてきた市場万能主義こそが、

現代先進国経済の構造的課題への政策的対応を

30年間にわたって誤らせてきた最大の原因なの

である。新自由主義、市場万能主義は、福祉国

家の非効率を批判したが、 30年たっても、製造

業中心から新しい知識・文化・サービス産業中

心へ、成長経済から成熟経済へ、貨幣的幸福か

ら人間的幸福へといった現代社会が求める構造

的課題に対し、無力のままである。アベノミク

スの成長戦略が関われるべきは、実行性ではな

く、実効性である。

最近、新産業を発展させるには、新しい需要

を創造するようなイノベーションが重要である、

「需要創造型イノベーションjが求められるとい

う議論がなされているが、新しい需要とは何か、

そのためのイノベーションとは何かを具体的に

明示されることはない。それゆえ、関連著作を

手にした読者は期待して読んだのに、具体的に

どうすればよいのか、答えの具体的なイメージ

が湧かなかったと不満を述べている。「需要創造

型イノベーション」が重要と一般的に提起する

だけで、結局、市場の活力に期待することになっ

ているからである。新しい需要とは何か、いつ

どこで生まれるか、新需要創造型のイノベーショ

ンとは具体的にどんな形で登場するか、そんな

ことは、事前には、誰も分からない。市場とは

そういうものである。それゆえ、答えを本に書

こうとすれば、せいぜいが、アップルのiPhone

やiPad、アマゾンのネット通販ビジネスがその

例だと、成功事例を事後的に紹介することでお

茶を濁すことになるo それでは政策提言や成長

戦略にならない。

最近の議論では、需要創造とイノベーション

の統合という視点を、企業の商品開発、事業創

造に一般的に期待する立場をとっているので、

結局は競争的環境を整備して、市場の活力に期

待するという一般的な願望にとどまりがちだ。

筆者は、新需要の発見とイノベーションを統

合する政策提言について、すでに 1970年代後半

に、まちづくり産業振興方式という形で、地域

的統合アプローチとして提唱してきた。まちづ

くりや環境、医療・福祉、教育・文化の充実な

どの分野における新しい地域的社会ニーズを、

地域の産業・金業が市民・行政と協力しながら、

改良的イノベーションを起こして産業化の対象

にするという、まちづくりと産業振興の統合、

つまり、新しい需要創造とイノベーションを伴

う新しい供給力の統合を謡うまちづくり産業振

興政策論を提唱し、ポスト工業化段階の成熟社

会における地域経済発展論としてきた。この内

容は拙著に再録しているので参照されたい九

地域と地域経済に焦点を合わせること、地域

社会における生活の質と地域経済における地域

的イノベーション力の統合として、相互学習を

通じて具体的にプロジェクトを構想し、地域諸

アクターの参加と連携を重視して制度化すると

いう方向で「地域イノベーションシステム」を
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組織化する政策基調への転換を明確にすれば、

新需要創造型イノベーションは、もっと具体化

が進むはずである。

ともあれ、アベノミクスの成長戦略は、新産

業やベンチャーの振興・育成と謡っているが、

その内実は、規制緩和とか、規制緩和を認める

特区を設置するといった競争的環境の整備を柱

とするものとなっている。総じていえば、アメ

リカのように、教育・医療・農業・環境・新エ

ネルギー・文化といった公共性の強い分野まで

も市場経済における競争の激しい分野に取り込

んで効率化を進め、経済成長を加速すること、

民営化や規制緩和を進めること、ベンチャー企

業を育成すること、つまり、アメリカ型の自由

主義経済モデルへの構造改革が、イノベーショ

ンを促進し、新産業の創出と発展を導いて、日

本経済を成長経済として復活させる道だと謡っ

ている。

いったい、当のアメリカ経済は、現代におい

ても、成長経済として、イノベーションが盛ん

で高い労働生産性上昇率を維持し、全要素生産

性 (MFP)要因によって長期的な成長性を強く

持っているのであろうか。

新興国経済の場合は、労働要因や資本要因が

経済成長を牽引する。安い労働力が豊富にあり、

工業化で労働市場への参加が広がるo 資本は不

足しているので、人々が消費よりも貯蓄に励み、

貯蓄が投資に回って設備投資が進むと、資本要

因による経済成長が、新興国経済の高成長を牽

引するようになる。他方、アメリカのような先

進国経済では、労働や資本の投入増によるより

も、全要素生産性 (MFP)要因が経済成長の中

心的な推進力となる。高等教育の普及が先進国

経済で進むので、先進国では、労働要因つまり

労働時間の増加の寄与ではなく、労働の質の向

上が、つまり、全要素生産性 (MFP)要因が経

済成長を牽引するo 資本についても、資本の量

ではなく、技術進歩を体現した資本の質の向上

が成長要因の柱になって行く。この立場に立て

ば、いま、先進国経済は工業化の時代からポス

ト工業化の時代となり、高等教育を受けた知識

労働の担い手たちが生産性の向上や新商品の開

発に取り組み、大いに活躍するイノベーション

競争の時代、つまり、知識経済という新たな成

長の時代に入っていることになるo 冒頭のよう

に、資本主義の長期的成長性を問うことは、技

術悲観主義以外の何物でもない、ポスト工業化

段階への移行に伴う成熟経済の時代は、いまや、

成長経済の時代へと発展する時を迎えている、

ということになるo

アメリカ経済は、大量に移民労働を受け入れ

てきた国であるo 人口減少の日本と違って、生

産年齢人口を増やして労働要因が経済成長に貢

献し続けてきた。人口増が住宅需要を拡大し、

住宅資産価格の上昇を基礎とする消費の拡大を

生んできた。住宅ローンだけでなく、クレジッ

トカード払いで消費の拡大を先行させる家計債

務依存型消費様式が経済成長の原動力になって

きた。技術革新が全要素生産性上昇を生んで経

済成長を加速させたo

現代のインターネット革命の時代をリードし

ているのもアメリカであるo かつてのIBM、マ

イクロソフト、インテルがリードした時期だけ

でなく、いまもグーグル、アップル、アマゾン、

フェースブックなどの成長によって、世界をリー

ドしているのは、アメリカ企業である。規模の

経済という収穫逓増効果が働いて、これらの巨

大企業はますます売り上げと利益を拡大してい

る。バイオテクノロジーによる医療や新薬の開

発をリードしているのも、シリコンパレー(ベ

イエリア)、サンデイエゴ、ボストン郊外といっ

たアメリカのクラスター地域である。アメリカ

は、技術革新とそのビジネス化による知識経済

化でリードしているだけでなく、ポスト工業化

段階におけるサービス経済化をリードする金融

経済化や文化経済化でも、世界をリードしてい

る。前者におけるニューヨークの金融産業、後

者におけるハリウッド映画産業がその代表であ

ることはいうまでもない。

いったい、これほどの成長要因をもっアメリ

カ経済は、現代においても、成長を加速させて

きたのか、これからも高い成長性を維持して行

くのであろうか。アベノミクスの成長戦略のよ

うに、日本経済をアメリカ型自由主義市場経済

モデルへと構造改革する成長主義経済政策に未

来はあるのであろうか。
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移民労働を受け入れて人口増を続けてきたア

メリカ経済といえども、人口増のピークは 1970

年代であり、いまや、成長要因としての労働投

入増(労働時間)は0.2%程度に低下している。

家計債務依存型消費様式への反省も生まれてい

るo 先進国は技術進歩要因で成長する、現代は

イノベーションの時代であると言っても、技術

革新で労働生産性を上昇するのに適している製

造業は、産業構造における構成比を年々低下さ

せており、対GDP比率で10%を切り、いまや9%

程度に落ち込んでいる。知識経済化、サービス

経済化の進展で需要を高める新しい仕事に必要

な知識やスキルと、古い産業に従事してきた労

働者の就業能力とのギャップが大きい。後者か

ら前者への労働移動が容易であれば、労働の質

の向上による MFP要因による経済成長への貢

献が増すが、現実はそうではない。自由主義市

場経済モデルの国では、熟練を必要としない不

安定なサービス労働に就くのが落ちである。新

技術が生まれているとしても、企業がビジネス

にうまく使う能力を持っているとは限らない。

暗黙知が基本の日本だから、情報通信技術革命

と騒がれている割には労働生産性の上昇に結び

つけられていないのか、多民族国家のアメリカ

は形式知が基本の国だから、情報通信技術投資

を労働生産性上昇に結びつけることが容易と言

えるのか、実際のところはどうであろうか。

シエール革命でエネルギ一価格の低下が期待さ

れているが、原油価格高騰の時代だからこそ注

目されている面もあるだろう。設備の劣化、供

給力の持続性、環境負荷など不明な部分が多い。

長期的には新興国経済が再び世界経済の成長を

リードする時代が来ることが予想されるので、

その人口規模からして、需要激増と環境対策で

資源エネルギー価格の上昇が見込まれるo 気候

変動が洪水被害や食料危機をもたらして経済に

ダメージを与えることもあろう。知識情報産業

には、グーグルやアマゾンなどの強さに見られ

るように、一人勝ちを生む特徴があるとすれば、

競合する産業や企業と雇用は市場から脱落して

しまって、勝者企業は効率性を高めても、社会

全体では効率性を高めていないかもしれない。

いま、思いつくままに挙げても、簡単には、ア

メリカ経済の成長性に楽観的になれない。

通説はそうではない。なんといっても、アメリ

カ経済は、 20世紀においても、現代においても、

世界経済の先頭を走ってきた国であり、これから

もきっとそうだ、という確信あるいは期待が根強

くあるo 金融政策を含め現実の経済政策は、この

確信に基づいて行われていることはすでに見た。

革新(イノベーション)の効果がそれほどでもな

く確信が揺らいだときは、期待が気体のように消

え、政策への不信が広がり、経済は不振に陥る度

合いを強めるo いずれにせよ、アメリカ経済の過

去の実績における成長趨勢、その分析を踏まえた

将来の成長性予測が明らかになれば、日本経済を

はじめ、先進国経済の将来の成長性、現代の先進

国経済の行方を暗示するヒントが導かれるはず

であるo 従来の延長ではなく、新しい時代認識の

必要が明らかになれば、成長経済を前提にした、

いまの政策は転換を迫られ、ポスト成長の成熟経

済を前提にした経済社会の新しい姿や人々の新

しい生き方、それに見合った新しい政策のあり方

が求められることになろう。

2. アメリカ経済の長期的成長性をめぐる
R.ゴードンの要因分解分析

アメリカの将来的な経済成長の趨勢を、過去

の労働生産性統計の吟味を基礎に、「要因分解J
による計量分析を通じて推計する分野の代表的

な専門家が、米国ノースウエスタン大学のロパー

ト・ゴードン (RobertJ Gordon)教授である。

ゴードンは 1940年生まれで、 1967年に米国の

MITで博士号を取得したマクロ経済学者、失業

問題やインフレーション、労働生産性の長期的

動向や循環的局面についての研究を専門にして

いる。

実は、 2012年の秋、次年度のシラパス作成の

事前準備で、担当科目「外国文献で政策学を学ぶ」

で使えそうな英語論文をネット検索した。その

時に目に留まった論文が、 2012年9月に発表さ

れた「アメリカの経済成長は終わったか?弱ま

るイノベーションが6つの逆風を受けている」

と題するゴードン論文 3)であった。ゴードンは、

この論文の前に、その基礎を成す、詳細なデー

タに基づく実証的な研究成果を全米経済研究所
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(NBER)ワーキングペーパーである 2∞0年論
文。や2010年論文日として発表している。

ゴードンの2012年論文について、たとえば、

ノーベル賞経済学者ポール・クルーグマン (Paul

Krugman)治宝、ニューヨークタイムズのコラム

で、 2度にわたりゴードン論文へのコメントを

寄せている。人間に代わる知的なロボットがた

くさん登場すれば、一人当たり GDPの上昇も

見込めるとし、自動運転車など、米検索最大手

グーグルが開発したアンドロイドのもつ発展可

能性に言及し、いまの技術進歩、イノベーショ

ンに期待する立場から、ゴードンを「まちがっ

た技術悲観主義」と批判しているヘゴードン

論文をきちんと読んだうえでの内在的な批判と

いうよりも、現在のイノベーションへの期待に

もとづく大雑把な批判であるo そこで本稿は、

改めて、ゴードン 2012年論文を詳細に紹介する

ことによって、小論の課題に迫ることにした。

2012年論文は、アメリカ経済の2∞7年まで
の成長経路と 2007年以降20年後あるいは50年

後、 100年後に向けての将来的な潜在的あるい

は趨勢的アウトプットの成長経路に関するもの

である。これまでの2つの論文のように 19世紀

後半以降のデータに遡つての分析だけでなく、

近代以前の 1300年に遡る視点を加えて、 2007

年までの長期的なアメリカの経済成長を跡づけ、

その客観的な事実の上に、アメリカ経済の将来

予測を試みている。

1300年から 1906年までの統計データは、イ

ギリスのデータを使用している。この頃からア

メリカの経済データが使えるようになるという

事情もあるが、その頃まで世界経済をリードし

たのはイギリスであり、その後の世界経済にお

いて、生産性や生活水準の世界的フロンテイア

を切り開いてきたのはアメリカであるというの

が、その理由である。

この論文は、世界経済の先頭を走ってきたア

メリカ経済の生産性上昇率あるいは成長性を実

証的に分析することに注力しており、アメリカ

について言えることは他の国についても当ては

まるかという点には関心がない、と著者は慎重

に明記している。とはいえ、生産性上昇率や成

長性、生活水準をめぐって世界経済の先頭を走

る国の実証的研究が、他の先進国の経済成長や

世界経済をめぐる動向を考える際にヒントを与

えることはいうまでもない。

ゴードン論文は、「アメリカの経済成長は終

わったか?Jという反語法による衝撃的な通説
批判のタイトルを付けているので人目を引くが、

冒頭で、 2007年以降に起こったネガテイブな出

来事、つまり、サププライムローン問題から始

まりリーマンショックを契機とする金融危機と

その後の不況、ゆっくりとした景気回復が、こ

の論文で課題としているアメリカの経済成長の

傾向を引き下げたかどうかについては、わざと

無視していると断っている。 2008年のリーマン

ショックを契機とするバブル崩壊とその後の景

気後退の時期に注目して、アメリカの経済成長

は終わった、成長率が低下すると診断している

のだとすれば、かえって信用できないかもしれ

ないし、景気回復が一時的に強まるかもしれな

いので、アメリカ経済の成長性についての将来

予測が過小評価になったり、恋意的になったり

する危険がある。この意味で2007年までの実質

GDP成長率のデータに基づく分析をもとに将来

の経済成長を推計するという方法は、データが

古いというよりも、かえって、科学性をもっと

みることもできょう。

さて、 2012年論文の内容に入る前に、 2000年

論文と 2010年論文に触れておかねばならない。

2012年論文は、長い論文ではないので、米国経

済の長期的成長性に関する計量分析の結果から

導き出した結論をまとめたような内容を中心に

しているo 詳細なデータに基づく推計結果の詳

細は割愛されているo また、 2012年で議論され

ている内容も、 3つの産業革命の比較で現代の

インターネット革命の意義を考える視点を始め、

その多くは、 2∞0年と 2010年の論文で取り上
げられていた論点である。

2000年論文のテーマを翻訳すると「ニューエ

コノミーは、過去の大発明に匹敵するか?Jで
ある。アメリカ経済学会誌に掲載された論文で

ある。この論文は、 1990年代後半の情報通信技

術(ICT)の発展が生み出した目覚ましい経済
成長について、成長の要因分解による労働生産

性や全要素生産性 (MFP)の計測をもとに、そ
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の意義と限界を明らかにしている。人々は、成

長を導いた半導体やコンピュータなど情報通信

技術の発展、それを基礎とするインターネット

の発展に注目し、産業革命による工業経済の発

展に匹敵する「新しい経済」の誕生という意味

を込めてNewEconomyと呼んだ。しかし、ゴー

ドンの計量分析結果によれば、半導体やコン

ピュー夕、関連する耐久財の分野では投資が活

発で凄まじい成長が起こったが、耐久財の生産

以外の分野つまり経済全体の残り 88%では、全

要素生産性 (MFP)はむしろ低下した。 1750年

から 1830年にかけて起こったいわゆる産業革命

(第1次産業革命)に続く、 1860年から 1900年

にかけて起こった第2次産業革命、後者の成果

の20世紀前半の経済への広範な影響と比べれば、

ICT関連の技術革新が他の分野に及ぼす影響、

経済社会のあり方を大きく変えて行く影響力は

ず、っと小さいと、ゴードンは結論する。

ゴードンは、コンビュータやインターネット

のメリットは速度や記憶、楽しみや情報入手が

中心であり、第2次産業革命が実現した生活水

準の劇的な変革に比べれば、その改善度合いは

小さいと言う。たとえば、電灯は夜を昼のよう

に変え、電気モーターは工場の効率を大きく変

え、自動車は人々の行動を自由に、フレキシプ

ルにし、航空機は移動時間を節約し世界を縮小

した。電話は生の双方向通信を生み、ラジオや

テレビは家庭の居間にニュースや娯楽を持ち込

んだ。都市の下水設備や家屋内の水道は寿命や

健康、気持ちよさをものすごく改善した。 New

Economyはこれほどの劇的な変化をもたらしは

しない、というのであるo

第2次産業革命といまの情報通信技術革命あ

るいはインターネット革命との革新性の違いを、

このように生活水準の劇的な変化の度合いから

比較されると、なるほどと納得させられるo ただ、

第2次産業革命のすごさが鮮明になったのは、

19世紀の後半の大発明の時期ではなく、数十年

後の20世紀前半になって、技術革新の汎用性が

次々に応用的な展開を見せて、いろいろな分野

に影響を広げて行ってからのことであるo とす

れば、情報通信技術革命を基礎とする New

Economyのすごさの検証は、数十年後に至る情

報通信技術の普及過程の中で、その応用的展開

の影響がいろいろな分野にどれほと寺広がって行

くかを見届けてから行わるべきで、情報通信技

術革命が起こっている最中の時期、つまり、

1990年代後半の経済効果でもって行うのは時期

尚早というか公平さに欠けるところがあるかも

しれない。問題は、情報通信技術革命の汎用性

だからであるo

しかし、こういうと、ゴードンは反論するで

あろう。現代の技術革新は、 1995年以降、イン

ターネット革命として起こったという見方が通

説であるが、実は、大型コンピュータが導入さ

れて、ルーテインワークの反復的事務労働を置

き換え始めたのは 1960年頃であって、この時か

らすでに数十年という新技術の普及期間が経過

している。エレクトロニクス技術による省力化

の機械やサービスは 1995年以前の段階ですでに

広く利用可能であった。だからこそ、ゴードンは、

1990年代後半の経済統計データに基づいて、情

報通信技術関連産業以外の分野でもコンピュー

タや情報システムを導入する投資が起こったに

も関わらず、経済全体の88%を占めるこれらの

分野では全要素生産性 (MFP)の上昇率が減速

し、労働生産性上昇率の加速が起こっていない

という要因分解の結果に注目するのである。こ

の事実から、情報通信技術革命あるいはNew

Economyは経済全体の生産性の上昇をもたらす

クリエイターとしては、第2次産業革命と比較

して、著しく実りが少ない、第2次産業革命と

比較すると現代の情報通信技術革命の汎用性は

相対的に小さいと、結論するのである。

2010年論文に移ろっ。タイトルを和訳すると

「将来予測をするための過去の世紀における米国

生産性上昇に関する再度の研究Jとなろうか。
この論文は、分別のある将来予測をするために

は、過去を理解する必要があるという立場から、

1952年にまで、遡って労働生産性や全要素生産性

(MFP)の四半期ごとのデータを再吟味し、時

には、 1891年まで遡ってデータを集めて成長の

要因分解を行い、その推計結果から、今後20年

間の労働生産性と全要素生産性の推計、経済成

長の予測を行っている。

1891年から 2007年に至る長期間の生産性上
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昇と MFPについて、新たな要因分解によって

計量分析を行ったことは、この論文の貢献であ

ろう。そして、過去116年間、過去20年間、最

近7年間の労働生産性と全要素生産性の上昇率

の推移を先例として、歴史から、 2007年より

2027年の20年間における成長予測を行ってい

ることは、手堅い分析方法として評価できょう。

一般には、 1995年以降の情報通信技術革命の

時代におけるアメリカ経済の生産性上昇には、

ICT (情報通信技術)投資の貢献が大きいとい

う議論がなされているが、ゴードンは、表1の

通り、要因分解による成長分析の結果に基づい

て、 1995年から 2∞0年の聞の高い生産性上昇

率の復活には、 ICT関連産業が中心的な貢献を

果たしたが、 2000年から 2008年までの生産性

上昇率の上昇と下落には、小さな役割しか果た

していないと、成長の要因分解の結果に基づい

て実証的に批判する。後者の21世紀に入ってか

らの期間における非農業民間経済部門の推計結

果によれば、非ICT部門の全要素生産性 (MFP)

の上昇率が0.79%であるのに対し、 ICT部門の

それは0.47%で、相対的に低い貢献しかしてい

ない。同様に、 2007年から 2027年までの期間

の将来予測における成長貢献度では、非ICT部

門が0.6%に対し ICT部門は 0.45%に留まる、

としている。 GDPにおける ICT投資の構成比

の変化についても、 1987年から 2007年の3.69%、

20ω年から 2007年の 3.95%の実績値に対し、

2007年から 2027年の推計では4.00%と微増を

見込んでいる。 20∞年論文から 10年を経てイ

ンターネット革命の進展が著しいにも関わらず、

ゴードンは、情報通信技術革命の影響力はそれ

ほど高くないと、 2000年論文の時と同じく厳し

い評価を下している。

同じく表 lにより、これから 20年間の将来予

測結果を見ると、実質GDPの成長率を、 2000

年から 2007年までと同じ、 2.4%と見込んでいる。

経済全体の労働生産性上昇率は1.7%であるが、

非農業民間経済部門のそれは2.05%と少し高い。

一人当たり実質GDP成長率は1.5%となり、

1929年から2∞7年に至る80年間の成長率2.17%

を大きく下回る。過去200年間のアメリカ人の

生活水準の向上と比べ、もっとも遅い向上にな

る、という。楽観的な通説の立場からすれば、

悲観的な予測になっている。しかし、ゴードンは、

自らの予測は歴史から結論を推計した結果であ

り、また、他の研究者が2030年まで経済成長率

を2.5%と予測している場合もあるので、自分の

2.4%成長予測と大差がなく、乱暴な推計とは言

えない、と述べて2010年論文を結んでいる。

2012年論文に戻ろう。この論文は、上記論文

における実証分析の成果を基礎に書かれている

といってよい。ところで、この論文をネットで

見つけた時、真っ先に興味を引いたのは、

図2 1300年から 2100年までの一人当たり実質

GDPの成長一実績経路と予測経路、であったo

前述の通り、この図における 1300年から

1906年までのデータはイギリスの実績デー夕、

それ以後、 2007年まではアメリカの実績デー夕、

その後は、過去の成長を基にしたゴードンの将

来予測である。 1300年から 1750年までの経済

成長率を図2でみると、この間の経済には、経

済成長はほとんどなかった、経済は停滞してい

た、といってよいくらいである。新古典派経済

学者には、経済というものは常に成長を続ける

ものと考え、経済成長の最大化を経済政策の目

的とする傾向があるが、経済の停滞的状況は例

外ではなく、逆に、経済成長が著しい時期こそ

が人類史の上では例外的なのだ。

ゴードンは言う。 1750年くらいから次第に成

長が始まり、 1870年代の終わりころから 100年

間くらい急成長が起こり、その後、成長率は次

第に弱まっている。経済成長の時代というのは、

人類史における過去250年ほどの期間に特徴的

な挿話的出来事であって、 2007年に至る、この

30年余の趨勢を見ていると、同じような速度の

経済成長が将来にも無限に続くものでないこと

がわかる。ゴードンは、階段状の実績値を滑ら

かな曲線によって傾向として表示することに

よって、 2007年までの階段状に低下してきた実

績曲線を基礎に、その流れの延長上に2100年ま

での将来予測の成長曲線を描いているo 2100年

には、 1300年から 1700年まで必0年間の停滞

的な成長率と同じ0.2%にまで低下すると予測さ

れるo つまり、先ほど、 1300年から 1750年の

問の時期、つまり、産業革命以前の時代について、



13 21世・紀先進国経済の行方2014 Mar 

米国の実質GDP成長率の過去と予測一非農業民間経済部門の労働生産性上昇の要因分解

Table 10 

Actual and Predicted Growth Rates of CompOl1ents of Real GDP 

and Related Variables. Total Economy and Nonfaml Private Business Sector 

Actual for 1988-2007 and P町ectedfor 2007-2027 

Actual Actual F叫 町 tcd
J987:Q~-2007:Q4 2000:Q4・2007:Q4 20U7:Q牛2U27:Q4

rotal NFPs Tolal NFPB Total NFPB 

Economy Sector Economy Sector Economy Seclor 

Output (}ヲ 2.93 2.38 240 

COlllp07lellts 

Output per I-Iour (Y/I1) 1.79 2.23 2.02 2.48 1.70 2.05 

I-fOUIS P町 Employec(I)/[) -ll.l~ -ll.54 -0.10 

Employm引叶Rate(ElN) 0.05 -0.13 O.∞ 
Labor-force Pa同.Rate (UN) 0.02 -0.21 -0.20 

Working-age Popu1川lon仏乃 1.19 124 l以}

l~elllted V..rillbles 

Aggregate Hours (11) 1.14 0.36 0.70 

Housl'hold Employment (C) 1.26 0_90 0.80 

Labor force 山 1.~ 1 1.04 0.80 

Output P町 Capita(YIN) 1.74 1 14 1.50 

DI'compositiOJl (ザNFPsL."lIor Prodllctiv;ly Growtll 

Output p町 Hour 2.23 2.48 2.05 
CapitalDeepening 0.96 0.87 0.85 
ICT 0.71 0.60 0.60 
non-ICT 0.25 0.28 0.25 
Labor Quality 0.32 0.35 0.15 
恥.1ulti・ractorProducl i vity 0.9(> 1.2白 1.05 
ICT 0.50 (¥.47 0.45 
non-ICT 0.45 0.79 0.60 

51111re of 10" llI1lestllleut ;11 GDP 3.6ゆ 3.95 -1.00 

表 l

SCfurf同ーSccDala ̂I'pcncti， and t~，t disl"ll>siol1 

l.O 

2.0 

2.5 

1.5 

Eρ 

0.5 

』-司必も
F

』酌

'
a
'
g

・
u
・
』
@
丘

、 「

20田) 2孟00

1300年から210011~ までの一人当たり実質 GDP の成長一実績経並行と予測経路

脇田 19凹

.明開明剛--刷守圃胆開ー・・ー

日曲

、fe'"

値目・.，..幽-ーーー・・・・・崎 圃同-.--園町-司開--・?
1400 .l.5OO 1日E

0.0 

1300 

図2



14 龍谷政策学論集 3 (2) 

ほとんど成長していないような停滞的状況だと

述べたが、それと同じくらい低い成長率の時代

が、将来の米国経済にやって来ると予測するこ

とになる。大方の度肝を抜く、きわめて悲観的

な将来予測となった。

資本主義社会では、経済成長することが前提

で世の中が動いているo この20年ほどの日本経

済はデフレに陥って一人当たり GDPはマイナス

成長をしてきたというのは、名目成長率におい

てであって、 ICT製品が技術進歩しつつ価格下

落をともなってきたことなどが反映して、一人

当たりの実質GDPはおおよそ年々成長してきた

のである。とりわけ、米国経済においては、成

長経済を信じて疑わない雰囲気がある。米国経

済の成長が大きく低下してきているとしたら、

福祉国家の重荷やら、社会の規制や既得権やら

のせいであって、これらの成長の障害を取り除

くべく規制緩和を進め、競争社会、自助努力の

社会に戻るべきだ、そうすれば再び、成長経済

になる、という自由主義的市場経済モデルを信

奉する議論が浮上しがちだ。

現代資本主義を批判する議論においても、経

済成長を前提し、地球の環境・資源の制約から

際限のない経済成長を批判する立場が多い。

いうまでもないが、ゴードン予測においては、

成長率が低下したとしてもプラス成長での推移

なので、 2100年に向かつても、一人当たり

GDPの実績水準と予測水準は、図3のように、

上昇を続けていく。 2010年のusドルの価値を

基準に換算して示すと、 13ω年の 1，140ドルは、

400年後の 1700年でも 3倍の3，447ドルに過ぎ

なかったが、その後、 1∞年余り後の 1906年に

2倍の6，350ドルに上昇する。これに対し、 1929

年から 1957年の28年間で、ざっと 8，000ドル

から 16，0∞ドルへ2倍に増えているo 成長速度

が変化し急上昇していることがわかる。その後、

1988年までの 31年間でも 16，∞0ドルから

32，0ω ドルへ2倍に増えている。しかし、 2007

年の44，800ドルが2倍に増えるのは、ざっと

100年後の2100年87.2∞ドルである。経済の成

長率が低下するためである。経済成長で所得が

増え、物質的な豊かさの水準がぐんぐん上昇し

てゆくことを実感できた成長経済の時代という

ものは、人類史における束の間のエピソードに

すぎないこと治宝、いよいよ明白になっていると

いってよい。もはや、アメリカ経済は成長経済

の時代を終え、成熟経済の時代に入っている、

ことを示しているのである。

現代は情報通信技術革命とかインターネット

革命とかと言われ、これまでの産業革命と匹敵

するほどの経済社会の大変化が起こっていると

いうのが、現代社会の常識的な見方になってい

る。それゆえ、ゴードンは、これまでの産業革

命と比較する歴史的な分析方法をとって、現代

の産業革命の意義と限界を明らかにし、そこか

ら、今後20年間の、さらには2100年の米国経

済を予測するアプローチを採用しているo

産業革命と言えば、歴史的には、イギリスに

おける、 1750年から 1830年までに起こった、

道具から機械への労働手段の変革を中心とする

産業革命を指すのが普通であるが、ここでは、ー

画期を成す技術革新とその後の関連技術開発が

もたらす、経済と社会のあり方の構造的変化と

いう程度の意味で使われているo 結果として、

近代資本主義は、表2のように、 3つの産業革

命を経験してきたことになる。

いまを生きる人間にとっては、家の中で水道

が使える、衛生的なトイレを使う、クルマで移

動する、等々に慣れてしまって、パソコンやモ

バイル、インターネットの便利さに感動する毎

日である。しかし、ゴードンからすれば、その

ような見方は歴史的な比較の視点を欠いている

ことになる。そこで、ゴードンは、具体的な事

例をあげて、産業革命比較を行い、過去の第2

次産業革命の方が現代の第3次産業革命よりも

経済社会に劇的な変化を生み出し、 2度とない

経済成長を導いたことを論証しようとする。

3つの産業革命のうち、劇的な変化をもたら

したものとして、ゴードンが注目するのは第2

次産業革命の影響である。それまでは、世の中

の仕事は「嫌な仕事」ばかりであった。農業労働、

ブルーカラー労働、都市の清掃労働、召し使い

などを「嫌な仕事J、販売・事務などのホワイト
カラーの仕事や専門家の仕事、経営者の仕事を

「楽しい仕事」と分けると、第2次産業革命前の

1870年には仕事のうちの87%が「嫌な仕事」で
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あったが、 2010年には22%に減っている。これ

ほとεの仕事の劇的な変化は2度と起こらない。

自動車が登場する前は、馬や牛が輸送手段で、

道路には糞尿があふれ、悪臭がたちこめていた。

毎日、道路清掃を仕事にする人たちは、どれだ

けたいへんだったことか。上下水道やガス管が

家の中に整備されるまで、生活に必要な水や燃

料を外で目立保し家の中に取り込む作業の繰り返

しが、女性を苦しめてきた。飲み水が伝染病の

原因にもなった。 トイレは外にあったので、寒

い冬の深夜の利用は辛かった。家の中までハエ

が飛び交い、不衛生であった。悪臭に耐えて糞

尿をくみ取る作業を仕事にする人々の労働はき

っかった。7](やガスが家の中に引かれていない

ので、毎日、風呂に入ることができず、不衛生

1800 1900 2000 

であった。廃物は河川に流されたので、汚染が

広がった。石炭は大気を汚染し、健康を害した。

エアコンができるまで、夏は暑く、冬は寒くて、

仕事の能率を下げ、健康管理もたいへんだ‘った。

ずっと続いてきた、これらすべての厳しい生活

が、第2次産業革命とその付随的技術進歩によっ

て劇的に改善されたのであった。

いま、平均寿命が延びて長寿になったと話題

になる。たしかに、 1870年には45歳であった。

最近は79歳まで延びた。寿命を大きく延ばした

のは、第2次産業革命の影響力のおかげである。

乳幼児の死亡率を劇的に下げたのは、衛生設備

であり、上水道であり 、清潔なミルクである。

平均寿命がこれからも延びると しても、過去に

おける飛躍的な上昇と比べれば、大した変化で

表2 3つの産業革命

第 l 次産業革命 (1750~1830年)・蒸気機関、紡績機械、鉄道などの登場。
第 2 次産業革命 (1870~1900年)・電気、電気製品、内燃機関、自動車、航空機、高

速道路、上下水道、屋内

トイレ、セントラルヒーテイング、ガス、石油 ・

化学 ・プラスチック・薬、電話など通信手段、大

衆カメラ ・ラジオ ・テレビ ・l映画など娯楽手段の

登場。

第3次産業革命(1960年代に始まるが1990年:コンビュー夕、インターネット、郷市電話・スマー

代後半のインターネット革命から今日) 卜フォンなどの登場。
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はない。

以前はエネルギーのために主として石炭が使

われたが、炭鉱労働もたいへんだが、燃やした

後の灰を処理する仕事もたいへんだった。馬車

に自由に乗れるのはお金持ちだけだったので、

自動車が普及するまで、人々は自由に移動でき

ず、遠くへ出かけることもほとんどなかった。

いまの自動車がマイコン仕掛けで便利になった、

燃費効率も上がったと言っても、自動車の登場

と普及が引き起こした経済と社会の大変化と比

べると、大した変化ではない。

1958年には、ボーイング707で時速550マイ

ルの空の旅ができるようになった。今日はもっ

と速くなっているかといえば、実は、燃料費節

約のために遅くなっている。つまり、航空機の

ICT化が進んでいるはずなのに、ジェット機で

の移動の速さは、 50年前から停滞しているとい

うわけである。エアコンで適温が維持されるよ

うになって、夏の暑さ、冬の寒さの厳しさから

解放され、快適になったというほどの生活水準

の劇的な向上は、今日のエレクトロニクス技術

の進歩で生産されたエアコンによっても再現で

きない。いまのエアコンには、マイコンが入っ

ているので、もっと微妙な温度管理ができる、

騒音も小さくなったと、いろいろな改善を生ん

でいるが、寒さ暑さの厳しさから解放されたと

いう劇的な変化と同じレベルの大きな変化を生

み出すことはできない。ここでも、劇的な変化

は一度きりで、 2度は起こらない、という法則

が確認できるo

都市化についていえば、第2次産業革命のお

かげで、以前は75%を占めた農村人口が激減し、

都市人口が80%を占めるに至った。これほどの

劇的な都市化の変化は、一度きりで、再びは起

こらない。

コンビュータとインターネットの第3次産業

革命は、 1990年代に発展したが、実は、 1960年

頃から始まっている。最初の産業ロボットが

GMに導入されたのは 1961年である。電話会社

が料金請求事務をパンチカード方式に切り替え

て従業員の大量解雇をしたのは 1960頃からであ

る。クレジットカードは 1950年代後半から始

まった。航空予約サービスは 1970年代であり、

ノ〈ーコード・スキャナーや現金自動払い機は

1980年までに導入された。最初のパソコンは

1980年代前半に登場した。秘書の仕事が消えて

いった。半導体とコンピュータは飛躍的に発展

し、インテルやマイクロソフトが台頭した。

1995年以降、インターネットと電子商取引が急

速に発展した。ドットコム企業がたくさん生ま

れ、株式上場がブームとなった。ブームが終わ

ると数年で、グーグルやアマゾンなどが支配す

る市場となった。

図4を見ると、 1870年から 19∞年までの第2

次産業革命とその付随的発展は、 1891年から

1972年まで、 81年間の長きにわたっての年率

2.3%の労働生産性上昇という成果を生み出した

が、それに続く 1972年から 1996年の時期には、

労働生産性上昇を年率l.4%に低下させている。

もはや、第2次産業革命がもたらす利益は減少

したことを示すものであるo 同時に、初期段階

の情報通信技術革命(第3次産業革命)は、 72

年から 96年の時期の上昇率低下を相殺するほど

の生産性上昇効果を持っていなかったことをも

示している。他方で、 1995年以降に本格化した、

インターネットと eコマースを軸とする第3次

産業革命は、 1996年から 2004年の時期に、第2

次産業革命がもたらした 2.33%よりも高い、

2.46%の生産性上昇率を実現しているが、その

期間はわずか8年であり、第2次産業革命の同

様の高揚期が81年間であったことと比較して、

あまりに短い。実際、それに続く 2004年から

2012年の時期の労働生産性上昇は、年率でl.33%

に低下している。ゴードンは、すでに見た通り、

2∞0年論文で、第2次産業革命の成果がもたら

したインパクトと比較する視点から、 New

Economyをもてはやす議論に対して疑問の声を

上げたが、それから 12年を経過して、その疑問

が適切であったことは明らかだと明言する。

第3次産業革命へのこの 10年の関心は、かつ

てのような人間の労働をコンビュータに置き換

える省力化イノベーションではなく、娯楽や通

信の既存品をより小さく、より便利なものに置

き換えることに集まっている。iPodはCDウォー

クマンを置き換えたものだ。スマートフォンは、

コンピュータ機能を部分的に置き換えつつ、携
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iH~;電話を置き換えている。 iPad は伝統的なパソ

コンをi置き換えている。人間労働を機械に置き
換える歴史的伝統的なイノベーションから、消

費やレジャーの新しい機会を提供するイノベー

ションに変わってきているといえよう。

面白いことに、ゴードンは、第3次産業革命

に比べての第2次産業革命の歴史的意義を身近

に考えてもらうために、ある思考実験をしてい

る。オプション Aは、上水道や衛生的な屋内ト

イレを使えるが、電子技術の成果は、アマゾン

にアクセスできる Windows98のパソコンを含

む2002年段階止まりのもので我慢する。オプ

ション Bは、フェースフeツクもツイッターも

iPadも使えるが、上水道や家の中のトイレは使

えない、つまり、生活用水を家の中に運び込む

必要があり、朝の3時にトイレに行きたくなっ

た時は外の便所に出てゆかねばならない。ゴー

ドンが幾人かに質問した時、人々は、携帯可能

な屯子デバイスよりも、第2次産業革命がもた

らした水道や衛生ト イレを重視するオプション

Aを選択した、と、当然であると言わんばかりに、

紹介する。

総じていえば、ゴー ドンは、第2次産業革命

と第3次産業革命の比較を通して、生活水準の

変革は一度大きく起こると、その後の変化の程

199ら2004 2004-2012 

度は相対的に低下する、劇的な変化というもの

は一度きりであって2度とは起こらない、過去

のある産業革命(第2次産業革命)が経済社会

を大きく変え、長期にわたる高い成長率をもた

らしたとすれば、その後の産業革命は、つまり、

第三次産業革命たる現代のインターネット革命

は、それ (第2次産業革命)に及ばない、過去

の画期的な成長と同じほどに将来の成長を作り

出すほどのポテンシャルを持つことはない、と

いう視点からインターネット革命の意義と限界

を明らかにした。 そ こか ら、 1~12 が|暗示した米

国経消の長期的成長性予測、もはや米国経済が

2-3%の成長率を誇る成長経済に戻ることはな

く、 2%以下、さらには、 1%以下、 100年後に

は0.2%の停滞的経済へと、しだいに成長率を切

り下げていくであろうという悲観的な見方を妥

当とする。

続いて、ゴードン論文は、現代の米国経済は、

6つの逆風に直面しているとし、その影響によっ

て、今後の米国経済の中期的な成長率はどのよ

うに変化していくか、どの程度抑し下げられる

かを予測する作業に移る。

ゴー ドンは、 2007年から 27年までの米国経

済の成長率の予測作業を、差し当た り、 2007年

までの 20年間の実績平均成長率l.8%を適用す
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ることから始める。先に見た 2010年論文では、

2∞7年から 2027年までの 20年間の将来成長率
予測を、 2000年から 2∞7年の期間の実績成長
率と同じ2.4%としていたので、修正されたこと

になる。予測の前提となる基準期間の設定が変

わって、結果として、低い数値の採用になった。

ゴードンは、この修正について言及していない

が、なぜ、 1987年から 2007年の実績平均成長

率を予測の出発点においたかについては、触れ

ている。この期間には、 1996年から 2∞0年ま
での情報通信技術主導のインターネット革命に

よる高い生産性上昇率の復活が含まれていると

いうのが、その理由であるo

このことは、これから 2027年までの近い将来

において、再ぴインターネット革命と同規模の

生産性上昇効果をもたらすようなインパクトの

ある発明が起こることが想定されていることに

なる、つまり、これから起こるイノベーション

群の経済成長牽引力は、l.8%という将来予測成

長率の中に含まれているという見方を採ってい

ることと同じであるo ゴードンにとっては、こ

のl.8%という数値の採用は、技術悲観主義から

出ているのではなく、将来予測作業の出発点に

おいて極めて楽観的な立場を採用していること

を意味する。

これは、前述のゴードンの立場、大きな変化

は一度きり、とは異なることになり、過去のイ

ノベーションと同じようなイノベーションがす

ぐにまた起こると想定していることになるから

である。ゴードンは、そうした楽観的な予測か

ら出発した方が、人々は受け入れやすいから、

あえてそうするのだという。

ゴードンが中期的経済予測で考慮すべきとす

る米国経済の成長が直面する 6つの逆風は、次

の通りである。

① 人口配当の終罵:

人口配当とは、生産年齢人口の増加が生産力

と購買力を高め、経済成長を促進する効果をも

つことで、人口ボーナスともいう。人口配当は

いまや反対方向にある。女性の労働市場への参

加が 1965年から 90年の時期に起こって資本の

生産性上昇率を高めたが、これも一度きりの出

来事だ。ベビープーマーは退職しつつある。一

人当たり労働時間が減少している。

② 20年前よりも教育成果が低下している:

アメリカの大卒比率は、国際的順位で年々低

下しているo 高等教育費が高騰しており、低所

得者の人々を高等教育から遠ざけているo アメ

リカの中等教育は、 OECDによる生徒の学習到

達度調査で37か国中、読む力が21位、数学が

31位、科学が34位であるo 白人とアジア系に

対し黒人とヒスパニックの学習到達度が低い。

しかも、ヒスパニックの学校での比率は増えて

いるので、国の平均値を引き下げる重石になっ

ているo とくに男子の成績が悪く、女子がアメ

リカの大卒者の58%を占めるに至っているo

③不平等の拡大:

経済成長の成果とか、豊かさの増大とかをい

うとき、一人当たり平均所得の上昇が取り上げ

られるが、アメリカの一人当たり所得の中央値

の上昇は、平均値の上昇よりも遅れている。

1993年から 2∞8年までの間に、実質家計所得の
平均上昇率は年率l.3%であったが、ボトム 99%

の人々のそれは0.75%であった。年率0.55%も

のギャップがあるo トップ 1%の富者が15年間

の所得増の 52%を手に入れている。消費者の幸

福について議論する場合はボトム 99%の人々の

ことであるから、一人当たり実質GDPの平均成

長率から 0.55%の引き算をしなければならない。

④ グローバリゼーションとインターネットの

相互作用から生じる要素価格均等化:

要素価格均等化とは、自由貿易が行われでも

国境を越えて移動できない生産要素の価格(た

とえば労働賃金)には、貿易財と同じような国

際価格の均等化作用は起こらないという伝統的

な見方に対し、否、起こる、という説のことで

あるo アメリカ人の労働と比べて外国人の労働

の方が安価なら、あらゆる仕事が外国にアウト

ソーシング(外注)され、あるいは、外国から

の輸入品で賄われる。新興国は、安価な賃金と

技術のキャッチアップを結びつけている。要素

価格均等化作用が働いて、アメリカのような高

賃金国の労働にダメージを与えているo 仕事を

奪い、賃金を新興国並みに引き下げようとする。

⑤ エネルギーと環境:

新興国は、先進国が工業化を急いでいた段階
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にはお粗末な環境対策しか行わなかったのだか

ら、新興国がいま工業化を急いでいる時に、先

進国が厳しい環境規制と対策を要求するのは不

公平な負担の押し付けであると反発しながら、

工業化を急ぎ、汚染を増やしている。中国やイ

ンドをはじめ人口大国が、米国や先進国よりも

急速に成長し、西欧をキャッチアップしている

ことは、エネルギー消費を急増させ、環境問題

を地球規模で深刻化させることになるo それゆ

え、先進国経済は厳しい環境規制とガソリン税

などの負担を受け止めるほかなく、人々の消費

は抑制され、経済成長を制約する。

⑥ 家計と政府が抱えるこつの負債:

金融危機は、政府と家計の二つの負債を劇的

に増加させた。その付けが今後の経済成長を制

約する。 2007年には家計は可処分所得の1.33倍

の負債を抱えている。家計が負債の返済に努め

ると景気回復は遅くなる。政府の負債-を減らす

ため、増税、歳出減、社会保障の削減が行われる。

その影響を受けて、家計の実質可処分所得の上

昇率は実質GDPの成長率に比べ低下すること

になるo

ゴードンは、 6つの逆風の分析を組み込んで、

2007年から 2027年の期間の、米国経済の成長

率およびボトム 99%の人々の一人当たり実質消

費の成長率を予測し、図5のようにまとめている。

図5によれば、米国経済の 2007年から 2027

年までの平均成長率の予測は、 6つの逆風のう

ちの①人口配当の逆転で、想定当初の成長率

1.8%から1.6%成長へと低下する。次に、②の

教育問題のため、さらに0.2%低下して、米国経

済の年平均成長率は1.4%に低下する。ここまで

が米国経済全体にとっての成長率であるが、こ

こからは、所得分配のボトム 99%の人々にとっ

ての一人当たり実質消費の成長率の予測である。

まずは、③の不平等の問題である。この20年間

に起こったのと同様の不平等が続くとすれば、

前述のように、ボトム 99%の人々の所得は、全

体の平均GDP成長率1.4%よりも 0.5%だけ減
速することになり、ボトム 99%の人々の一人当

たり実質消費の成長率は0.9%になる。④のグ

ローパリゼーションが中間層の人々の仕事を奪

い、賃下げを強いる影響が加わることにより、

0.7%成長に減速する。⑤の環境問題からガソリ

ン税など高いエネルギー税が課せられるので、

さらに減速し、 0.5成長になる。さらに、⑥二つ

の負債が、消費者における負債の返済および政

府における所得税増税、移転支出削減(人々に

とっては移転所得の減少)となって、消費を削

減し、ボトム 99%の人々の実質消費成長率は、

年率0.2%成長に低下する。米国の消費は、家計

と政府の債務増に依存しつつ、長年、実質GDP
の成長を上回って増大し、米国経済の成長を牽

引してきたが、それは、もはや、過去のことになっ

たのである。

いうまでもなく、すべての人々の所得や消費

の成長率が低下するわけではない。たとえば、

グローパリゼーションは、中間層の人々に最も

厳しい負の影響を与えるが、多国籍企業や金融

企業の経営幹部は、新興国からの利益も含め、

企業の世界的展開から得られる大きな利益から

分け前を得るので、所得上昇を享受する。

あるいはまた、①の生産年齢人口の減少につ

いていえば、科学技術分野の大卒者の受け入れ

など、高度熟練労働の移民の大量受け入れで経

済成長率の低下を食い止めるという選択肢はあ

りうるo ただ、非熟練の移民労働の無制限受け

入れとなると、現代のように米国経済が弱まっ

ている時代には、競合する低学歴低熟練の労働

者に一層の困難を強いることになるので難しい。

総じて、ゴードン論文は、要因分解の手法を

用いて、米国経済の長期的な成長性を実証的に

分析し、その結果、繁栄する「米国の世紀Jは
終わった、米国経済の成長の時代は終わり、低

成長の時代に変わった、従来の年率1.8%成長レ

ベルから1.4%へと中期的成長率が低下し、 100

年後には0.2%という近代以前の停滞社会の成長

率のレベルにまで落ち込んでいくであろう、と

りわけ、大半 (99%)の米国市民にとって、一

人当たり実質消費の上昇率は急低下し、中期的

に年率0.2%という停滞的レベルにまで落ちてい

くいくであろう、いまのままでは、これがアメ

リカ経済の未来である、と言いたげな悲観的な

見通しを提示したのであった。
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一人当たり実質GDPにおける成長とボトム 99%の人々の一人当たり笑質消費における成長予想図5

る。社会の価値観は、物質的豊かさの量的拡大

から非物質的な豊かさの充実へと変わるが、成

熟社会が求める新しい需要にあった新しい財 -

サービスを提供する新産業の発展は必須で、あり、

イノベーションや成長産業の役割が重要であり

続けることは確かである。知識や知恵、文化、

想いを投入して、新しい需要に応える新産業の

発展、そのための活発なイノベーションが期待

されるし、実際、現代経済において、活発なイ

ノベーションが生まれつつある。

ここで、イノベーション (革剥りとは、期「し

い技術や考え方を基礎に、まったく新しいモノ

や仕組みを生み出して、社会に新しい価値を提

供し、社会に大きな変化を生み出すことである。

そして、イノベーションが、ある時期、群生す

るように生まれ、経済社会の間期を成すような

大きな変化を生み出す時、これを産業革命とH子ぶ。

この意味で、 1995年以降、 ICT革命とかイン

ターネ ット革命とかと言われて注目されている

現代の産業革命は、 3Dプリンター、ウェラブル

端末、ビッグデータ解析の活用、運転手不要の

自動運転車の開発、電気自動車や燃料電池車、

介護ロボット、ロボット技術や情報通信技術を

活用して省力化 ・商品質生産を実現するスマー

現代先進国経済の行方①

内在的検討を通して

工業化による経済成長の時代を経て、現代の

先進工業国の経済はポスト工業化段階の成熟経

済の時代に入った。ポスト工業化段階は製造業

中心の経済からサービス経済中心の経済に変わ

るが、工業部門が重要でないとか、必要でなく

なったとかいうわけではなく、世界的には工業

部門の発展が続く。成熟経済とは、生産力は高

度に発展しているので、物質的には豊かな経済

であるが、他方、経済成長のペースは緩やかに

なり、低成長経済ないし定常経済を特徴とする。

成熟経済といえば、経済よりも社会や文化、

政治、環境が重要になるという面で理解される

傾向があるが、同時に、成熟経済においても、

イノベーションが重要な役割を果たし、成長産

業の創出と発展が重要な課題であることは変わ

りないという面も押さえておく必要がある。な

ぜなら、成熟経済においては、成長経済ーで最か

さの象徴と思われていた財・を生産していた産業

部門が成熟経済では需要を失い衰退することは

大いに予想されることであるので、それらを布11

う産業部門の成長がなければ、低成長経済であ

れ定常経済であれ、維持できなくなるからであ

3. 
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ト農業、スマートエネルギー、等々へと広がり、

いよいよ、これからが本格的展開の時期を迎え

ると注目されている。しかも、遺伝子診断・治

療や再生医療、ゲノム創薬などバイオテクノロ

ジ一分野のイノベーションは、まだまだ萌芽期

と言ってよしこれからが発展段階を迎えよう

としている。

資本主義経済は、資本の蓄積を求めて、また、

資本と労働や富と貧困など、内部に抱える矛盾

の緩和のために、成長経済を指向する経済であ

るo先進国経済の成熟経済化にともなって、有

力資本は、国内経済から、世界経済に視野を広

げて、より大きな成長可能性をもっ経済、例えば、

新興国を見つけては投資を拡大し、多国籍企業

化、グローパリゼーションを進めて、園内経済

からだけでなく、世界経済から利益を生み出し、

集め、蓄積するグローパル資本主義のリーダー

となった。グローパル経済をリードし操作する

には、資本力、企業戦略、企業組織、個別資本

を超える情報力、金融力、軍事力、などいろい

ろ必要であろうが、イノベーションがそのため

の必須要素のーっとして重視され、熱心に取り

組まれてきたことはいうまでもない。情報力、

金融力、軍事力の強化もまた、イノベーション

によって強化されてきた。インターネットも、

1969年のアメリカ国防総省配下の高等研究計画

局 (ARPA)による構想から生まれたものである。
先進国を中心とする活発なイノベーションが、

いま、上述のように、現代の産業革命と言われ

るほどの画期的な展開を見せている。先進国経

済は、イノベーションや知識経済化によって成

長経済として復活することができるのではない

かという期待さえ生まれている。現代経済は、

成熟経済か、それとも、成長経済か、どう認識

するかは、これからの先進国経済の行方を考え、

その対応を準備する上で、とても重要な分岐点

となろう。

この意味で、資本主義経済の成長指向を是と

し、現代の産業革命に先進国経済の成長経済化

を牽引する役割を期待する立場から、ゴードン

論文のような悲観的な将来予測に対し、ゴード

ンは現代のイノベーションのすごさが分かつて

ない、技術悲観主義だと、非難が寄せられるの

はありうることであるo

いったい、どちらの予測あるいは期待が正し

いのであろうか。

ゴードンは、 2027年までの経済成長予測にお

いて、推計作業の出発点に、情報通信技術革命、

New Economyの時代と騒がれた1990年代後半

を含む最近 20年間の実績平均成長率1.8%を置

いた。ゴードンにおいては、歴史における飛躍

的な成長の時期や生活の激変は一度きり起こる

ことであって、その後に起こることは、それよ

りも変化率が小さくなるという傾向を見出して

いるがゆえに、1.8%の年平均成長率は、今後起

こる技術革新の経済効果を含んでのことであり、

悲観主義でなく、楽観主義的な想定である、と

していた。このことについてはすでに第2節で

言及した。

ここで改めて、ゴードンの予測方法を整理する

と、①成長の要因分解という分析手法による過去

から現在までの実績データに基づく長期的成長

性の計量的分析、②過去から現在までの時系列

データから傾向線を描き、その延長上に将来を予

測する、いわゆる外挿法(図2参照)、③産業革

命の影響における飛躍的な変化は一度きりで、そ

の後の産業革命が生み出す変化は相対的に低下

するという歴史的傾向の発見からの推論、 3つを

特徴としていた。③は定性的説明であり、印象付

けに成功しているが、実際の数量的分析に基づく

予測は①を基礎にした②であるo ②の外挿法は、

経済予測だけでなく理系実験においても、広く行

われる科学的な分析手法の一つである。

もちろん、外挿法による成長予測に間違いが

起こらないということはない。歴史は、過去か

ら現在、未来へ経路依存的に推移するとは限ら

ないからである。たとえば、新興国経済の将来

の成長を予測するとき、過去から現在までの投

資の対 GDP比率の推移から傾向線を導いて、

今後も順調に投資比率を高めていくだろうと、

外挿法による予測を行う方法が採られるとする。

ところが、新興国経済では、成長の結果として、

囲内の貧富格差や地域格差が深刻になり、その

反発から、投資主導型成長路線に修正が起こる

場合がある。この場合、予想できなかった事態

の発生で、従来の延長上では考えることができ
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品、
ないケースとなり、外挿法による将来予測は過 評価されなければならないし、参考にしなけれ

大評価で、あったことになる。 ばならない。

ゴードンの将来予測の基本的な方法に焦点を いうまでもなく、現代の産業革命は第2次産

合わせて言えば、現代のインターネット革命や 業革命ほどの成長牽引力を持たないという論点

バイオ技術革命がゴードンの予想を超えるほど について、要因分解の方法では、結局、過去デー

の飛躍的な変化をもだらす影響力を持った現代 タからの外挿法的推計になり、たとえ、歴史的

の産業革命として発展し、ゴードンの歴史の法 変化は一度きりの法則という説明で補完したと

則③を覆したことが後に判明した場合、前の図 しでも、現代のイノベーションあるいは第3次

2における②外挿法による将来の成長率予測は、 産業革命そのものに立ち入った分析、説明を行

第2次産業革命の付随効果による成長率の上昇 うものでないので、説得力が弱くなる。もちろん、

のピークたる 1950年代を頂点にして、その後、 ゴードンも、論文の中で、上述の基本線以外に、 • 
成長率が傾向的に下降線を辿っていったという 断片的であるが、イノベーションの内容に立ち

時系列データから、将来の成長率の傾向的低下 入って議論しているところがある。

を予測しているので、結果として、過小評価で コンビュータやインターネットの利用の仕方

あったことが明らかになる。 に触れている箇所である。筆者なりに表現すれ

いったい、現代の技術革新、第3次産業革命は、 ば、コンピュータの導入など情報化投資が行わ

ゴードンの悲観的な予想に反して、第2次産業 れるが、資本投資を活かしてこれまでにないイ

革命ほどの、あるいは、それを超えるほどの変 ノベーテイプで創造的な仕事に従事していると

化率をもって経済成長に貢献するであろうか。 いうよりも、既存作業の効率化、スピードアッ

ゴードンの将来予測を技術悲観主義だと批判す プが中心になっている場合が多いので、知識情

る楽観主義者は、自ら独自に、科学的な研究方 報革命の時代と言われる割には、意外と、経済

j去に則って、いまの段階で計量的に将来予測を 成長への全要素生産性 (MFP)要因の貢献度は

提示する必要がある。これからどうなるかわか 上がっていないのではないか、という問題点の

らないことに対し、いまから、そのようなこと 指摘である。全要素生産性 (MFP)要因よりも

はできないと言うのであれば、楽観的な予測は、 資本要因の上昇にとどまる傾向がある。企業は

楽観主義者の夢や期待の反映にすぎず、後になっ 情報化投資をしている割には、投資分を回収で

て、現代の産業革命への過大評価であった、ゴー きているのか、生産性上昇や利益増に結びつけ

ドンの将来予測が正しかった、という結果にな られているのかという問題であるo 情報化投資

る可能性を否定できないということになる。 やインターネット革命は、作業のスピードを速

もちろん、過小評価になるか、過大評価にな めて便利であり、省力化に貢献しているが、い

るか、将来のことは起こってみないとわからな ろいろ情報収集を広げて時間を使う割には、思

い。しかし、そう言って思考停止をするわけに 考によって生まれる創造的な仕事にはつながっ

は行かない。現代先進国経済の長期的な成長性 ていなし¥0 Ccで、次々にあちこちから連絡メー

や如何、成長経済か成熟経済か、という問題は、 ルが届いて、不要な情報を無駄に読まされ、貴

金融緩和策の出口論に限らず、この社会の未来 重な時間を費消している。もっと重要なことは、

に向けてどのような政策や行動を採るべきかを メール連絡で済ませて、会社の中に居ながら直

判断するために必要な重要テーマだからである。 接会って話し合い、暗黙知が加わって認識を高

そうであれば、現在採りうる科学的な方法で予 める、アイデアが生まれるという機会を失うこ

測をすることは許されるし、為すべき必要な作 とになっているo 仕事の時間にチラチラとメー

業といえよう。この意味では、ゴードン研究は、 ルを見たり、ネット情報に目を奪われたりして、

学界で科学的手法のーっと評価されている方法 本来の仕事の集中力を失っている人もいるo 休

に則った分析手法を採用して客観的な分析作業 憩時間や自宅でのくつろぎの時間を、長時間の

を行っている以上、やはり、一つの見識として ネットサーフインやゲームに費消し、元気を回
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復するよりも、目が疲れ、肩が凝り、仕事時間

における集中力・思考力を低下させている人も

いる。

Amazonなどネット通販の成長は、買い物を

したいが時間がないという消費者のニーズを掘

り起こし、技術進歩と需要創造との結合の見本

と称賛する見方がある。ネット通販だから生ま

れた新規購入もあろうが、ネット通販を利用し

ていなかった場合には、やがて時間が取れた時

に別途買物をしていた場合も多かろう。この場

合、買い物に行く時間が節約されても、節約時

間は、新たな仕事に使われて経済成長に貢献し

ているわけでなく、ヨガやジョギング、ゲーム

をしたりして、時間消費に使っているだけかも

しれない。しかも、 Amazonの成長の裏に、書

庖をはじめ、さまざまの商庖が衰退している現

実があるo

産業連関効果、産業構造の変化、経済構造の

変化、グローバル経済下の経済地理問題、地域

経済の問題など、経済の実態に立ち入って、現

代のイノベーションがもっ経済成長牽引力の弱

さについて検討することを通じて、現代の先進

国経済が長期的成長性を低下させる原因を考え

ることも重要な課題であろう。

第1に、産業構造の変化とイノベーションの

産業連関効果についての問題である。第2次産

業革命が拓いた重化学工業化の時代は、リーデイ

ング産業が及ぼす産業連関効果が大きかったの

で、経済成長に貢献したo戦後日本の高度成長

期を想起すると分かりやすいが、高炉一貫製鉄

所が建設されると、建設時における設備装置を

納入する重電機メーカーに対し、需要効果だけ

でなく、技術進歩も要求する効果、火力発電所

や石油精製工場も立地を近傍に求める、といっ

た後方連関効果が大きかった。薄くて強くて塗

装に便利な鋼鉄の開発と供給は自動車産業や電

気機器産業などでの品質向上と競争力効果に貢

献するといった前方連関効果も大きかった。道

路や港湾、発電所など公共事業の拡大は、重化

学工業への需要拡大と生産力効果をもち、経済

成長につながった。投資が投資を呼ぶ高度経済

成長の時代となった。自動車産業における技術

進歩と設備投資の場合も、鉄やゴム、電機、プ

ラスチックなどの成長を呼ぶ後方連関、ガソリ

ンスタンド、自動車ローン、自動車保険、輸送

の効率化、運輸業などの発展を導く前方連関効

果とも大きく、また、高速道路の整備や流通の

効率化を生んで、相乗効果で経済成長をリード

した。

ところが、これらの産業の成熟化と入れ替わ

りに出てきた、第3次産業革命をリードする半

導体やコンピュータ製造、ソフトウェアなどの

ハイテク産業は、これほど大きな産業連関効果

を生み出せない軽薄短小型の産業であった。イ

ノベーションの先頭を走るリーデイング産業の

成長牽引力が小さくなれば、当然、経済全体の

成長率は低下するo 道路整備など公共事業を拡

大しても、ハイテク産業中心の産業構造の時代

には、民間投資との相乗効果による経済成長を

期待するのは難しくなった。

第2に、産業構造のサービス経済化にともな

う成長性の低下である。イノベーションを牽引

するリーデイング産業が、半導体やコンピュー

タというハードのハイテク産業から、 ITソフト

ウェア産業やインターネット産業へとシフトす

ると、ますます、産業連関効果は弱くなる。情

報化設備投資も行われるが、競争力の決め手は、

人的資源の労働生産性だから、原材料や部品、

機械を他の産業から購入するといった後方連関

効果をほとんど期待できない。

この点は、バイオ革命でも同様であろう。た

とえば、再生医療技術の場合、どんな細胞にも

分化できる万能細胞から必要な分化細胞として

例えば神経や筋肉などを自由にっくり出す作業

は、研究者の手作業で行われているのが現状で

あるo 高給の研究者を張り付ける必要が費用を

高くするので、やがて、この作業を自動化する

装置の開発を進める後方連関効果が生まれよう。

医療サービスの前方連関効果は小さい。総じて、

重化学工業化の時代のような後方連関効果や前

方連関効果で経済成長を牽引する力と比べると

強いとは言えないであろう。これまで治療の方

法がなかった加齢症の治療が進んで、高齢者が

健康で長生きできる場合を想定すると、社会的

にはたいへん素晴らしいことではあるが、経済

成長の面から冷たく見ると、依存人口比率が下
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がらないので、プラス効果ばかりではない。命

や健康にかかわる医学・医療の発展をビジネス

や経済成長への貢献という視点で見ょうとする

ところに、成長主義の問題が含まれているとい

うべきであろう。

産業構造のサービス経済化一般については、

技術革新の成果が反映されやすい製造業の比重

が激減し、反映されにくい、手作業や心を込め

たサービスなど、人的資源依存の多様なサービ

ス産業が大きく発展することは、技術革新が経

済成長につながる度合いを弱める。

第3に、 ICT化や金融経済化が製造業や実体

経済部門の依存を強めることにともなう経済構

造の変化であるo

情報産業の競争形態は、製造業と違って、か

つてのマイクロソフトのWindowsのように、

売り上げ増に比例して原材料の消費や設備増強

を必要とすることなく、 Winner-take-all(勝者

総取り方式)で売り上げや利益を独占して行く。

結果として、関連産業への生産誘発(後方連関

効果)が制約され、同業他社は縮小や撤退を余

儀なくされるので、経済成長への貢献度が低下

する。マイクロソフト社と CPU(中央演算処理

装置)メーカーの米インテル社の提携(ウイン

テル連合)が支配するパソコン業界では、パソ

コン製造企業は、付加価値を吸い上げられ、事

実上、箱物を作っているだけと郷撤されてきたO

ICT革命の進展は製造業の支配を生み、活力を

奪っていったのである。

いま、この動きが、自動車市場でも起こるか

どうか、注目されている。自動車のICT化が急

速に進んでいる。スマホとつながる車載情報シ

ステムでは、グーグル優位が生まれつつある。

グーグルは、自動車大手が開発を急ぐ自動運転

技術に参入しようとしている。グーグルは、自

動運転の中核ソフト技術である人工知能の最先

端ノウハウを蓄積しているo 自動車会社がグー

グルと組めば、他社に先駆けて自動運転車の開

発販売を実現し競争優位に立てる可能性が高い。

しかし、その道は、やがて、グーグルによる自

動車産業支配となって、自動車会社はパソコン

製造業者と同じ道を歩むことになるかもしれな

い。 Winner-take-allを特徴とする ICT産業に

よる実体経済部門の支配が、 21世紀の先進国経

済にどのような影響をもたらすか、注目される。

サービス経済化は、実は、金融経済化でもあっ

た。金融経済化はICT化を基礎にしている。た

とえば、いまや、高額商品はもちろんのこと、

数千円程度の飲食や買い物でも、消費者はクレ

ジットカード払いを選択する。その方が、現金

を持ち歩かなくて済み便利であるというだけで

なく、ポイントがたまり、 1%程度の還元が期待

できる。他方、当のお庖は、カード払いシステ

ムを利用するだけで、数パーセントを超える手

数料を支払うことになり、利益の何割にも相当

する金額を吸い上げられる結果となる。だから

と言って、クレジットカード払いを拒否すると

顧客が逃げ、単価の高い所得層の利用が見込め

なくなる。金融経済化は、投機の活発化や金融

産業が比重を拡大する産業構造の変化を意味す

るだけでなく、金融産業が実体経済部門に入り

込み、その活力の源泉たる利益を横取りしなが

ら膨張して行くプロセスであった。

第4に、グローパリゼーションにともなう経

済地理の変化が、国民経済内の経済循環を弱め、

先進国経済の成長性に影を落としている。経済

に占める多国籍企業の地位が上昇しているが、

多国籍企業は生産工程の諸段階ごとに分散立地

する工程間垂直的国際分業を展開している場合

が多い。たとえば、米国企業がアメリカとメキ

シコ、東アジアとの間で、国際的な生産・流通ネッ

トワークを形成している場合がそれであるo

国民経済の時代には、再生産は国民経済を基

盤にしていたので、イノベーションによる産業

の発展は、国民経済内の経済循環の深化をもた

らし、国民経済の成長につながった。グローバ

ル経済の下では、スマートフォンのアップルに

見られるように、新製品を開発しても、製造工

程は海外で行われるので、アメリカ国内での経

済循環の深化につながらない。圏内では、企画・

開発や広告・宣伝機能が中心で、製造費や海外

販売の流通諸経費が海外に流出する。もちろん、

企画開発や広告宣伝、海外外注の管理などが、

製品価格の大きな割合を占め、利益の源泉とな

り、米国内に関連する知識労働の集積をもたら

して、サービス経済化をリードしている。しかし、
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それらの機能や利益が囲内における他の産業の

発展を呼び、どれだけの産業連関効果を発揮し

て国民経済全体の経済循環に貢献しているかと

いうと疑問である。

多国籍企業は、海外で稼ぐ利益が大きいが、

本国に還流させた時に課税される税制度の下で

は、税率の低い国に形式的本社を置き、企業内

取引における振替価格操作により、課税逃れを

しているo製造機能を海外に展開している多国

籍企業の場合には、国内外で上げた利益を国内

投資よりも、成長性のある外国に投資する傾向

を強めている。これまでの経済活動が生み出し

た利益を国内に再投資することによって、囲内

の経済活動の競争力を持続的に強化し、国民経

済の循環を深化させて国民経済の成長を呼んで

ゆくという、工業化時代の国民経済の成長方式

が、現代の先進国経済においては、変質し弱まっ

ているのである。

第5に、現代の地域経済の変貌である。地域

経済は、本来、生活の場としての地域と結ぴっき、

地域諸アクターの関係性を基礎に地域外アク

ターとの連携で、「学習する経済Jとして多様な
アイデアやイノベーション、地域的収穫逓増効

果を生み出して、自律的に発展して行く多様な

可能性をもっ独自の中間的政治的経済システム

である no

ところが、現代経済のもとでは、工程間垂直

的国際分業の進展で地域経済の分工場経済化や

断片経済化が起こり、地域経済が本来有する自

律的な発展の機能、地域的産業集積がイノベー

ションを活発にする産業クラスターとして機能

する可能性を発揮できずに、弱体化している地

域経済が増えている。「学習する経済」として多

様なイノベーションが起こる場は、シリコンパ

レーなど特定の少数地域に限られる傾向を強め

ているo 地域経済が本来のポテンシャルを発揮

できるなら、地域で生まれたイノベーションが

地域諸アクターの連携で地域内産業連関的発展

を呼ぴ、地域内経済循環を深化させて、地域的

収穫逓増効果が国民経済の成長を促進するとい

う発展のメカニズムを形成するのであるが、多

くの地域経済は発展から見放され、停滞傾向に

ある。

第6に、現代の先進国経済の経済規模が大き

くなっていると同時に、縮小・衰退していく産

業部門を多く抱えているので、活発なイノベー

ションで経済成長を牽引していく動きが強くて

も、相殺され、国民経済全体の経済成長率はそ

う高くならない可能性が高い。産業には、形成・

成長・成熟・衰退のライフサイクルがあり、また、

グローバル競争に敗れて縮小・衰退に追い込ま

れていく産業も多くあるo 現代のイノベーショ

ンが、ゴードンが想定する以上に、生活や社会

に大きな変化をもたらす可能性を持っていたと

しても、巨大な経済規模であり、かつ、縮小・

衰退・再編の激しい現代の先進国経済全体を、

成長経済と言えるほどの高い成長率で牽引する

のは容易ではない。

以上、活発化する現代のイノベーションを想

定しながら、要因分析や歴史的傾向から推計す

るゴードンの方法を超える構造変化の視点から、

現代の先進国経済の成長性について考察を加え

た。現代のイノベーションが、ゴードンの言う

大きな社会変化は一度きりで二度とは来ないと

いう仮説に依らなくても、つまり、それ自体は

生活に大きな変化をもたらすイノベーションで

あったとしても、現代の先進国経済が長期的低

成長の段階に入っているという結論を変えるほ

どにはならないだろうと予想しでもまちがいで

はなさそうだ。

そうだとすると、現代の先進国経済における

長期的成長性の低下という将来予測を受け止め

た上で、この新しい現実に、いかに対応すべきか、

という問題が次の論点になる。

現代の先進国経済の低成長性という問題を、

世界経済の問題に広げて考えることも可能だ。

21世紀に入って、新興国経済の台頭は著しかっ

た。ところが、 2013年に入って、米国経済を先

頭に先進国経済の景気回復が進む一方、中国経

済の変調、構造的課題の解決が遅れている新興

困経済の変調などが連日報道されるようになっ

たo

しかし長期的に見れば、全体としては、新

興国経済の成長と先進国経済の低迷という構図

が続くことになり、世界をリードする「米国の

世紀」から、米中二極化、世界の多極化あるい
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は無極化への変化が生じるであろう。その時、

アジアに位置する日本は、どのような道を選択

すべきか。あるいは、巨大な人口を有する新興

国が、経済成長にともなって、先進工業国に代

わって、資源の大量消費や環境汚染の拡大の中

心になる時代が到来するが、資源獲得を巡る戦

争の防止や地球環境の保全をめぐる国際的な協

調が実現するのかどうか、世界は利害対立を深

め混乱の時代に入るのか、という問題も浮上し

て来る。

しかしここでは、ゴードン論文に沿って、

米国経済、あるいは拡張するにしても、現代の

先進国経済の行方に即して、長期的成長性の低

下への対応をめぐる問題に絞りたい。

ゴードンは、すでに見たように、図4にまと

めて、 2∞7年から 2027年までの期間の実質
GDPの年間平均成長率は、現代の6つの逆風に

ともなって、1987年から2007年の同成長率l.8%

の水準から、①人口問題と②教育問題から、l.4%

成長に低下し、所得分配のボトム 99%の人々の

一人当たり実質消費の成長率は、③不平等、④

グローバリゼーション、⑤環境とエネルギー問

題、⑥政府と家計の負債の大きさから、 0.2%に

低下すると予測した。

ゴードンはこのように将来予測をして筆を置

いているが、我々は、これをどう受け止めるべ

きであろうか。リベラリズムの立場から考えら

れるのは、 6つの逆風を順風に変えることはで

きないのかという視点であろう。①人口配当の

消滅をめぐって、ゴードンは、高度熟練労働の

移民受け入れによる対応について言及していた。

②教育問題と③不平等問題は財政による公教育

や社会保障の充実によって改善できる余地は大

きいが、ゴードンは触れていない。その理由は

⑥政府の負債という財政制約のもとでは難しい

と考えているためであろうか。政府の債務の問

題の扱いは、増税、社会保障の削減、移転給付

の削減で99%の人々への悪影響への言及だけで

ある。

不平等の問題についての扱いも気になるとこ

ろがある。ゴードンにおいては、富める 1%と

その他99%という不平等の問題が、 99%の人々

にとっての消費の成長率の低下の問題として扱

われているo しかし、不平等は、経済全体の成

長性を押し下げる問題でもある。

富裕層の消費性向(所得のうち消費に固され

る割合)は低いので、多くが実体経済の循環に

回らず、金融資産として蓄積され、金融投資や

不動産投機の運用に回される。貧困層の消費性

向は高いので、所得再分配による不平等の緩和

は、実体経済における需要増となって経済全体

の成長につながる。

知識経済のもとで、知識労働の担い手になら

なければ豊かな暮らしはできない。知識労働の

担い手になるには、高等教育を受けることが最

低条件になっている。誰もが大学へ進学できる

ように高等教育費の負担を軽減する、中等教育

までの公教育を充実させる、といった財政支出

を伴う教育政策も重要であるが、家計が貧困な

家庭の子どもは、学習意欲が乏しくなると言わ

れている。労働分配率を引き上げ、社会保障を

充実し、不平等を是正することは、貧困家庭に

育つ子供たちの上昇志向を呼び覚まし、多数の

優秀な人材が社会に輩出される契機となろう。

結果として、経済成長率を引き上げることにな

ろう。

教育や社会保障の充実は、貧困層にとっての

メリットに留まるものでなく、米国経済全体の

成長を促進する意義をもつことを重視する必要

がある。不平等を是正するための公的支出の拡

大を可能にする財政再建についても、富裕層へ

の増税で賄うべきことが、米国の富裕層やその

擁護者から主張されるに至っている。不平等の

拡大は、貧しい人々のための問題に留まらず、

経済成長の恩恵を受ける富裕層にとっても重要

な課題だという認識が出てくるほど、問題が深

刻になっているのであるo

アメリカでは、ヘッジファンドの大物・スタ

ンレー・ドルッケンミラーや世界最大の投資会

社パークシャー・ハサウェイグループを率い、

米誌フォープスの世界長者番付で3位に入った

大富豪であるウォーレン・バフェット、世界有

数の資産運用会社である PIMCOの創業者で、

いまなお現役の共同最高投資責任者であるピル・

グロースといった大金持ちたちが、「私や友人は

億万長者を優遇する議会に甘やかされたJと犠
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悔し、富裕層向けの減税を打ち切り、財政赤字

削減のため、「年収が100万ドル(約7680万円)

を超える富裕層に即刻増税を」と訴え(ニュー

ヨークタイムズ2011年8月15日付けへのパ

フェット氏寄稿)、自社の広報で「資本」への課

税が「労働」に対する課税より低い時代は終わ

りにすべきだ、と訴えるに至っている (PIMCO

の2013年11月InvestmentOutlookで、グロー

ス氏)。

資本の立場や富裕層の利益を代弁しているは

ずの共和党は、一貫して、資本や富裕層への増

税に反対し、減税こそが経済成長をもたらすと

いう立場に立っているのと対照的であるo 資本

の立場や富裕層のチャンピオンである大富豪た

ちが、労働者を犠牲にして企業や富裕層が利益

を上げる方式に罪悪感が芽生えたからだと、グ

ロースは上記の広報で述べている。以下では、

ビル・グロース (WilliamH. Gross)の上記広

報における発言や掲載資料 (http://japan.pimco.

com/JP/Insights/Pages/Scrooge-McDucks. 

aspx)を紹介しながら、近年の米国経済の現状

と課題について検討を深めたい。

グロースによると、過去 10年間でGDPに対

する賃金の比率は47%から 43%に低下しており、

金業はコスト削減を優先してきた。一方で、同

じ期間に、 GDPに対する税引き前利益の割合は

10%から 14%に上昇しているo 上位 1%の富裕

層に帰属する所得は、米国の税引き前所得全体

のうち、 1970年代には 10%だったが、現在は

20%に倍増している。リーマンショック以降の

金融危機、経済危機への対策として、連邦準備

制度理事会 (FRB)は、 2∞8年の終わり以降、
ほぽ1兆ドルの米国債の購入を進めているo 結

果として、金融市場には過剰流動性が生まれ、

生み出されたマネーの大半は、工場や生産設備

への投資ではなく、リスク資産と株式市場に流

れ、株価上昇を支えているo 企業と富裕層は、

過剰流動性相場でますます大儲けをしているo

99%の人々が、仕事を失ったり、大きな負債を

抱えて、困ったりしているのと対照的であり、

米国では、富める 1%と普通の人々 99%の格差

の拡大に注目する対立の構図が明らかにされて

いることを、グロースは言忍めるのである。

実際、グロースが掲げる図6を見ると、米国

経済の名目成長率は、5年移動平均で、以前は7%

近い水準にあった成長率が、近年では3%強ま

で低下しており、現在はその水準を達成するこ

とすら難しくなっているo

米国経済は、シリコンパレーのハイテク産業、

ウオール街の金融産業、ハリウッドの文化産業

により、 Winner-take-allでグローパル経済を

リードしているはずなのに、米国経済の GDP

は停滞している。第3次産業革命だ、イノベー

ションの時代だと喧伝され、世界経済は知識経

済化を挺子に再び経済成長の時代を呼び込むと

いう認識が広がっているはずなのに、 Gordon

の悲観的な予測を裏付けるかに見える惨状であ

る。金融工学を駆使し、金融イノベーションを

起こして、金融緩和のマネー経済化のもとで、

錬金術によって、企業と富裕層は大きな利益を

生み出しているo 株式市場の活況など、一見、

経済は元気を取り戻しているようであるが、設

備投資や自国製品への最終需要の低迷が継続し

ているので、金融経済で中長期的な経済成長は

実現することはありえないと、グロースは断じ

ている。過去 13年間で住宅を除く投資がGDP

に占める比率は、 14.6%から 12.2%へと低下し

ているo 同様に、図 7の通り、米国の国民貯蓄

率は、最近になってやや回復したものの、それ

まで、数年間にわたってゼロ%を下回っているo

貯蓄がなければ投資は不可能であり、投資がな

ければ、成長はほぼ不可能であると、グロース

が述べるように、米国経済は、投資と将来の生

産性の点で、発展途上国に遅れを取る停滞状況

にある。

さらに、ピル・グロースは、経済成長を実現

する方法のーっとして、いかなる税制改正が適

正であるかを論じているo グロースは、いまの

米国にとっては、これ以上労働者への負担を増

やさず、富裕層や資本への増税で、財政再建を進

め、経済成長の促進を図ることが重要だという。

グロースは触れていないが、ゴードンの第4

の逆風、グローパリゼーションによるミドルク

ラスの仕事のダメージの問題も、グローバリゼー

ションを野放図に促進するのではなく、バラン

スの取れたグローパリゼーションへと一定の規
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図7 米国国民貯蓄率の推移 (住宅資産等の減価償却後の合計貯蓄)

3 (2) 

制を加えることも切実な課題になっている。ジョ

セフ .E.スティグリッツが 『不平等の代価J(検
井浩ーほか訳 『世界の 99%を貧困にする経済j

徳間書!苫、 2012年)で述べているように、世界

に大きな影響力を与えうる地位にある米国で、

99%の人々が立ち上がれば、政府を動かし、グ

ローパリゼーションの影響を甘受するだけとい

う現状を変えていくことができるはずである。

2007年から 2027年までの米国経済の成長率は、

ゴードンが予測した 1.4%を超えて行くであろう

し、 99%の人々 の消費成長 も経済成長率へと近

づいてゆくであろう。

ゴードンが環境税の負担で市民の実質消貨が

減少するとした環境問題についても、環境技術

の進歩をもたらして、新たな経済成長要因にな

る可能性もある。

こうした社会改良の取り組みが前進すれば¥

4. 現代先進国経済の行方②

ポス ト成長経済への展望

現代の先進国経済における長期的低成長とい

う問題は、前節のように リベラルな社会改良の

視点からの対応にとどま らず、より根底的な社

会改良へと進むべきことを示唆しているよう に

も思われる。 ゴードン論文のテーマも、 実は、
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アメリカの経済成長が終わったことを宣言する

ものであった。成長経済の終駕は、成長経済の

延命を図ることよりも、成熟経済の到来を意味

するものと重く受け止め、もはや、経済成長で

所得上昇を実現し物質的に豊かになるという発

想を捨て、ポスト成長経済をめざし、非物質的

な豊かさの充実をめざす経済への転換を課題と

する時代が到来したという認識に立つことが、

21世紀の先進国経済に生きる人々の課題である

ことを示唆しているのではないか。

図3を改めて見れば、米国経済の長期的成長

性が弱まった、低成長であり、やがて、近代以

前の停滞社会と同じ0.2%成長へ向かうと言って

も、米国経済が近代以前の停滞社会の経済水準

に戻るわけではない。この意味では、第2次産

業革命が飛躍的な経済成長を導いて、高いレベ

ルの経済水準に持ち上げたことの歴史的意義が

どれほど大きいものか、改めて感謝の念さえ湧

くほどの意義をもっている。長期的低成長のた

いへんさとは、見方を変えれば、高水準にある

巨大な経済をさらに成長させるのはたいへんだ、

ということに過ぎないのである。実際、図3に

よれば、米国経済の一人当たり GDPは、 2007
年の45，000ドルから 2050年には73，000ドル、

2100年には87，000ドルに上昇するのであるo こ

れは名目ではなく、実質であるので、物質的豊

かさは、まだまだ伸びることになる。発展途上国・

新興国の巨大な人口も米国市民並みの物質的豊

かさを求めることを考えると、ゴードンの将来

予測は、地球の環境や資源の制約からして、悲

観的どころか楽観的すぎないかと見るべきかも

しれないのである。

現代の先進国経済は、低成長に陥ろうが、高

いレベルの豊かさを維持する。この意味では、

現代の政治経済的な課題は、経済成長という意

味での経済の課題よりも、グローパリゼーショ

ンと知識経済に対応できる知識労働者と対応で

きない労働者への二極化傾向、社会の分裂をど

うやって緩和するか、互いに共通の社会のメン

バーであるという一体感、社会的連帯をどのよ

うにして実現できるかという社会的政治的課題

こそが重要になっているといえよう。ポスト成

長社会をいかに構想するかというテーマの浮上

であるo

経済学者は、純粋に経済だけの学となって、

経済成長にとっての効率性だけを研究課題とす

るわけには行かない。資本主義社会は、資本主

義という経済の論理と社会の論理が結び、つく社

会であり、両者の結ぴっき方によって、多様な

資本主義社会が形成される。大きな流れとして

は、経済の論理を効率性や経済成長に置き換え、

経済の論理が社会の論理に優先していくような

アメリカの自由主義市場経済指向の資本主義社

会は、その役割を終えたということであろう。

社会の論理が基本となって経済の論理と社会の

論理を統合するような新しい政治経済システム

としての「社会的な経済」を構想し実現するこ

とが重要な課題になっているといえよう。

はたして、ポスト成長経済が課題になり、経

済の論理ではなく、人間、社会や文化、環境、

政治の論理が基本となって経済の論理との統合

が図られる資本主義社会とは、どのような経済

社会であろうか。経済の論理が資本の論理とな

り、経済成長こそが社会の幸福をもたらす最も

重要な価値あることとして、経済の論理が社会

に優先して、社会からの抵抗を受けながらも、

貫徹しようとする社会が、これまでの資本主義

社会であった。いったい、ポスト成長や社会の

論理の優先を資本主義社会は受容できるであろ

うか。経済は資本主義の論理で動いても、社会

の論理で調整される社会のことといった説明で

は、ここでの論点にとって不十分であるo それ

ではすでにヨーロッパに存在しているタイプの

資本主義社会の説明と同じに留まるからである。

米英の自由主義市場経済モデルと違って、再分

配機能など、社会の調達機能を重視する大陸ヨー

ロッパの社会調整経済モデルも、成長経済を指

向し、前提している点では共通している。

「経営学の神様」と仰ぐ人もいるピーター・ド

ラッカーは、かつて、『ポスト資本主義社会J8) 

という晩年の著作を著した。知識社会の意義、

社会の分裂への対応、 NPOの役割などに注目し、
現代では経済よりも政治や社会が重要とし、資

本の立場を超えた論理で動く社会を構想すべき

時代が到来していることを示唆した。それから

20年を経て、現代の先進国経済の先頭を行くア
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メリカ経済の長期的成長性が明らかになるとと

もに、再び、ポスト資本主義社会とは何かとい

うテーマの重要性が浮上してきた。

物質的豊かさを実現した成長経済を経験した

後のポスト成長経済の段階に至って、あらため

て、そもそも、経済とは何か、経済の本質論に

立ち戻った経済社会の構想が求められていると

いえよう。かつて40年ほど前、学生時代に、ミ

ルとマルクスに精通した杉原四郎関西大学教授

の著作を通して、経済の本質とは自由時間の拡

大であり、諸個人の個性的な発展、社会性のあ

る個人の全面的発展を実現するための自由時間

の増大と充実であると学んだことがある。いま

現実的に考える時代が来たのである。自由時間

の増大と充実を可能にする物質的豊かさという

条件を経済がっくり出したのに、なお経済成長

を求め、自由時間の消費、その充実よりも、労

働に追われ、忙しくして心を亡くしてゆく生活

を強いる現代先進国経済の現実は、根底から転

換を迫られているとみるべきであろう。自由時

間の消費に経済社会の基本がおかれる時、経済

社会の発展の単位として注目されるのは地域と

いう場であろう。

ポスト成長、社会的な経済、自由時間の充実

という経済社会への転換には、ミクロの経済主

体とマクロの国民経済という従来の経済学にお

ける伝統的な枠組みを超えて、グローパルに考

える必要と同時に、ミクロとマクロの聞に地域

経済という中間的なサブシステムを位置付け、

ポスト成長と社会的な経済の基本単位とするよ

うな、経済学あるいは広く社会科学の転換が必

要になろう。

なぜなら、人間・社会・文化・政治・環境・

エネルギーと経済との関係性が生まれ、解決す

べき問題が発生し、解決しようとする主体が形

成され、問題解決の政策が構想され、政策実現

のための多様で壮大な実験が試みられる場、そ

れが地域であり、諸要素の関係性の蓄積、統合

様式によって、それぞれの地域で創り出される

地域的な政治経済システムが地域経済だからで

あるo それらの多様な地域あるいは地域経済の

集合体が国家や国民経済であり、企業や国家の

間の国際化だけでなく、地域からの直接の国際

交流が世界の連帯の基本になる必要があるとい

う捉え直しが重要になっている。

この課題を先取りすることをめざして、筆者

は、狭い経済学に閉じこもって経済学のミクロ

的応用として発達してきた地域経済学 (regional

economics)ではなく、人間の発達、生活の場、

地域社会、地域文化、地方自治、環境保全、エ

ネルギーの自立と地域経済の関係性の蓄積が創

り出す地域的政治経済システムとして地域経済

を捉えなおす方法を指向して、地域政治経済学

(regional political economy)という新しい地域

経済学を構想してきたヘ

長期的成長性の弱い21世紀の先進国経済は、

成熟経済となり、成熟社会をめざすことになる。

成熟経済といえども、すでに明らかにしたよう

に、活発なイノベーションは必須であり、躍動

する活力ある経済は不可欠である。 21世紀の先

進国経済の成長性をめぐる研究は、当面のリベ

ラルな社会改良的なアプローチにとどまらず、

より根底的に、ポスト成長社会をめざすことが

課題となるo アベノミクスが掲げる成熟経済か

ら成長経済への復活という課題設定には、 21世

紀の先進国経済に求められる構造的歴史的課題

への認識が欠知しており、この意味で、時代認

識が欠如しているといえよう。

これまでの経済成長の成果を基礎に、ポスト

成長、非貨幣的非物質的な豊かさ、地域を基盤

とする自由時間の消費と生活の質の充実を特徴

とする成熟社会として、新しい質的な経済社会

の発展の道をいかに構想し実現して行くか、 21

世紀の先進国経済の行方を展望する研究の発展

が求められているといえよう。

現代の先進国経済の長期的成長性を問うこと

は、先進国経済の現状認識と将来の成長予測、

金融緩和の行方、日本のアベノミクスの成否、

それらへの対処をめぐる問題にとどまらず、 21

世紀にける経済社会のオルターナテイプな発展

の道を模索する道につながっているのである。
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